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1 活動概要 

1.1小委員会の名称 

BIM/CIM における情報エコシステム小委員会 

1.2検討テーマ 

ISO19650 に関する以下の調査を実施 
• 国際的合意事項に基づく国内の附属書（National Annex）の整備 
• BIM/CIM を基盤とする ISO19650 が求める CDE（ISO で共有される CDE）の要件の整理 

1.3検討体制 

委員長︓山本 賢司 一般社団法人 buildingSMART Japan 
委員︓  水野 裕介 国土交通省 国土技術政策総合研究所 

千葉 洋一郎 パシフィックコンサルタンツ株式会社 
古屋 弘 株式会社大林組 
武藤 正樹 国立研究開発法人建築研究所 
三戸 景資 清水建設株式会社 
足達 嘉信 鹿島建設株式会社 

オブザーバー︓ 山下純一 一般社団法人 buildingSMART Japan 
児玉直樹 株式会社建設技術研究所 

事務局︓ＪＡＣＩＣ事務局、ｂＳＪ事務局 
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2 活動目的 

2.1活動の目的 

国土交通省の BIM/CIM 推進委員会、建築 BIM 推進会議において、発注者を頂点とするサプライチェーンに
より BIM/CIM プロジェクトの関係者間の情報連携、情報管理を進めている。 
今回、国土交通省の動きの背景から ISO19650 に基づく上記活動における情報エコシステムの確立のため、そ
の要である附属書（National Annex）の基礎資料を作成する。 

 
2.2達成目標 

なお、1 年目と 2 年目それぞれの達成目標は以下のとおり。 
➢ 1 年目︓ISO19650、CDE の調査、ISO-CDE の要件整備 
➢ 2 年目︓ISO-CDE の要件整備、分類コード・命名規則の調査、制定、まとめ 
※ISO-CDE は ISO19650 内で共有されている CDE を指します 
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3 小委員会での活動内容と実績 

3.1活動内容 

• 活動内容（2021/7～2022/6）  
① ISO19650-1、-2、BS1192 の規格書の専門用語抽出と整理を行い、翻訳・用語解説を作成 
② ISO19650-1、-2の規格書の内容のレビュー（日本の業務との差異もチェック） 
③ 海外の取り組み情報の収集・調査、国内の情報の収集・調査を実施し情報共有 

• 香港、カナダ、ドイツ、アイルランドの取り組み関連の情報収集 
• 分類コード体系（英国の Uniclass2015等）の調査資料 
• 建築 BIM推進会議での CDE検討資料 

• 活動内容（2022/7～2023/6） 
① 海外の取組み情報収集・調査（CDE、分類コード含む） 
② 日本の発注・契約形態・業務プロセスと ISO19650 の差異調査 
③ 情報マネジメントの適正化のための分類コード、情報コンテナの命名則の調査・検討 
④ 附属書（National Annex）で提示すべき、BIM/CIM を基盤とする CDEの要件策定 
⑤ 2021/7～の活動・検討内容から日本での附属書（National Annex）を構成する要素（案）の
検討 

 

3.2活動実績 

• 2021年 10月 1日 13:00~15:05 Ｗｅｂ開催 
• 小委員会活動内容の説明と進め方検討 
• 小委員会の運用ルール説明（BOX の活用、メールのルール、開催日程（毎月第四水曜日 15:00

～17:00） 
• 2021年 10月 27日 15:00～16:50 Ｗｅｂ開催 

• 小委員会活動のゴールと進め方検討 
• 収集資料の説明と共有（国際規格 ISO19650 シリーズ翻訳版、ISO19650 Guidances、

ISO7607（建設用語）、分類コード（日本建築積算協会）の紹介 
• 2021年 11月 24日 15:00～16:45 Ｗｅｂ開催 

• 小委員会活動の進め方の継続検討 
• 英国と日本との制度の違い検討、bSI Award 2021 の資料（中国の高速鉄道）、香港の「CIC 

BIM Standards General V2」の紹介 
• 2021年 12月 22日 15:00~17:00 Ｗｅｂ開催 

• 小委員会活動の進め方の継続検討 
• ISO19650 Q&A、ISO19650 利点と欠点のサイト 、ISO19650 事例の YouTube、BS1192

（Ａ１、２～５）の原文と翻訳版の紹介 
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• 2022年 1月 20日 10:00~11:30  社会基盤情報標準化委員会  
• 小委員会活動中間報告 

• 2022年 1月 26日 15:30～16:20 Ｗｅｂ開催 
• 社会基盤標準化委員会の中間報告結果共有 
• 用語に関しての調査の進め方と依頼事項 
• BIM による建設資産の管理（先端建設技術センター殿）の情報共有 

• 2022年 3月 2日 14:30~15:15 Ｗｅｂ開催 
• 用語に関しての調査結果のレビューと今後の進め方 
• BIM/CIM推進委員会 基準・国際検討WGの発表資料、カナダの ISO19650関連YouTubeの

情報共有 
• 2022年 3月 23日 15:00~17:00 Ｗｅｂ開催 

• 調査用語の日本語、解説文のレビュー 
• ISO19650関連用語 参考情報の共有 

• 2022年 4月 27日 15:00~17:00 Ｗｅｂ開催  
• ISO19650-1の内容をレビュー 
• 調査用語の日本語、解説文のレビュー 

• 2022年 5月 25日 14:30～16:00 Ｗｅｂ開催 
• ISO19650-1の内容をレビュー 
• ドイツの CDEの標準化取組み情報を共有 

• 2022年 6月 22日 15:00~16:50 Ｗｅｂ開催 
• ISO19650-1、2の内容をレビュー 
• アイルランドの事例、UK  National  Annex、建設工事契約約款の国際比較の情報共有 

• 2022年 7月 27日 15:00~17:00 Ｗｅｂ開催 
• 2021年度活動実績と 2022年度活動計画の確認 
• ISO19650-1、2の内容をレビュー 
• 建築の BIM活用事例紹介（日建設計・清水建設） 

• 2022年 8月 9日 11:00~12:30 Ｗｅｂ開催  
• ACONEX（ORACLE社）の ISO19650＆CDEへの取組み紹介 

• 2022年 8月 31日 15:00~17:00 Ｗｅｂ開催 
• ISO19650-1、２の内容を再レビュー 
• 日本積算協会からの分類コード体系（uniclass）調査結果 

• 2022年 9月 12日 11:00~12:00 Ｗｅｂ開催 
• AUTODESK Construction Cloud（建設統合プラットフォーム）の CDE環境の紹介 

• 2022年 9月 28日 15:00~16:45 Ｗｅｂ開催 
• ODA事業における BIM/CIM の活用に係る情報収集・確認調査(JAICA提供)の資料のレビュー 
• 「BIM を活用した積算・コストマネージメントの環境整備」協議会資料内 

• 2022年 10月 21日 16:00~17:00 Ｗｅｂ開催 
• 現状の自治体と元請け間での情報共有機能の紹介（NEC の工事監理官） 
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• 2022年 10月 26日 15:00~16:30 Ｗｅｂ開催 
• NEC「工事監理官」の紹介内容共有 
• 日本の CDEの要件事項（案）の検討（BIM/CIM との連携、日本特有事項等） 
•  「BIM を活用した積算・コストマネージメントの環境整備」協議会資料内での分類体系調査結果の

レビュー（再） 
• 2022年 11月 30日 15:00~17:00 Ｗｅｂ開催 

• 国交省の「建設生産・管理システムのあり方」紹介 
• 日本の ISO19650-1・２、CDEの要件事項（案）の検討（BIM/CIM との連携、日本特有事項

等） 
• 最終報告書の内容に関して（案） 

• 2022年 12月 21日 15:00~17:00 Ｗｅｂ開催 
• 中間報告に向けての内容レビュー  

• 2023年 1月 25日 15:00~17:00 Ｗｅｂ開催 
• 中間報告に向けての内容レビュー  
• 最終報告書の内容に関して（案） 

• 2023年 3月 1日 15:00~17:00 Ｗｅｂ開催 
• 中間報告での指摘内容の検討 
• 最終報告書の内容に関して（案） 

• 2023年 3月 22日 15:00~16:30 Ｗｅｂ開催 
• 最終報告書の内容に関して（案） 

• 2023年 4月 26日 15:00~16:45 Ｗｅｂ開催 
• 最終報告書の内容に関して（案） 

• 2023年 5月 31日 15:00~16:45 Ｗｅｂ開催 
• 最終報告書の内容に向けてのディスカッション 
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■2021 年度 第１回 BIMCIM における情報エコシステム小委員会 議事次第 
日 時︓ 2021 年 10 月 01 日（金）13:00～15:05 
開催方法︓ Web 会議(ZOOM 利用) 
参加者︓武藤氏（建研）、古屋（大林組）、青山氏（国総研）、千葉氏（パシコン）、 

足達氏（鹿島）、宮田、山本（bSJ） 
議事次第: 

2. メンバー紹介 
3. 小委員会活動内容の説明と進め方検討 

• 今年度の活動内容と会議体確認（計画書内容説明） 
• 現状の資料の確認と紹介 
－国際規格 ISO19650 シリーズ【購入予定】 
（英国規格協会発行 ISO10965-1、２、３，５） 

• 情報マネージメントの要求事項のレベルが曖昧なのでサンプルを集めて、整理した方が良い。 
・ 用語（日本語）の定義が合っていない。特に 3 文字用語。 

また、プロセスが土木に合わないのでは︖と感じた。 
デリバリフェーズと用語を合わせて見直す。 

⇒国交省ポータルサイトの ISO19650 で利用されている用語集 
https://www.mlit.go.jp/tec/content/001335598.pdf 

⇒ISO7607（建設用語） 
Buildings and civil engineering works — Vocabulary 
https://webdesk.jsa.or.jp/books/W11M0090/index/?bunsyo_id=ISO+6707-
1%3A2020 

・ 翻訳を見直した結果に関しては、英国規格協会への打診が必要かの確認は必要 
・ ISO 化に向けて、TC メンバーの意見情報は IIBH が持っている。要確認 
・ 英国と日本の契約制度、発注形態の違いも調査すべき 

⇒公開論文等である可能性あり。（武藤さん確認）  
－ISO19650 Guidances 
⇒機械翻訳の内容を BOX にアップ 

－CDE 検討（建築 BIM 推進会議の報告書） 
・ CDE に関しては機能と概要の整理 

－分類コード（日本建築積算協会の資料を参考に） 
・ ユースケースを調査 
・ OmniClass，Uniclass は建築︖土木での分類コードはあるのか︖ 

－その他 （その他、参考になる有料資料は購入を検討） 
・ 参考になる資料は各自、BOX にアップしてもらう。 
（BOX フォルダ URL） 

・ 進め方の検討・作業内容と分担 
（ポイント） 
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－ISO19650 のガイド、補足資料としての位置づけにする 
－用語の整理 

4. 運用ルール確認 
・ 小委員会スケジュール確認（定例会検討） 
⇒方針が決まるまでは毎月開催 
（基本 毎月第四週の水曜日 15:00～17:00） 

・ メール・BOX 活用 
⇒BOX 情報を案内し、接続テストを依頼 
（BOX フォルダ URL） 

5. 事務局報告 
・ 委嘱書（交通費）に関して 
⇒bSJ 事務局から、青山さんに委嘱書を送付。 
⇒交通費も bSJ 経由となるので、契約内容の交通費予算を追加更新 

・ 社会基盤情報標準化委員会の中間報告会実施（12 月か 1 月） 
6. 次回開催日時について 

10 月 27 日（水）15:00～17:00 Web 開催 
・次回予定（案） 
－進め方の検討（調査対象資料、用語、ガイド内容等） 
－英国と日本との制度の違い検討 
－国総研で調査している内容紹介 
 

（参考）ISO6707 建築土木工事 用語（英文） 購入サイトと JIS化に伴う翻訳関連のサイト情報（JACIC 明
野殿提供） を共有します。 
https://webdesk.jsa.or.jp/books/W11M0070/index 
（こちらを見る限り邦訳版の PDF は無いようです。） 
邦訳版の扱いは下記のとおり（当会＝財団法人日本規格協会） 
「邦訳版は発行元との協定や諸規則に従い当会が翻訳・発行するものです。 
技術的内容を考慮して作成しておりますが、原文の利用に際しての情報提供を目的としたものであり、発行元
から原文と同じ効力を認められたものではありません。」 
つまり、邦訳版の日本語訳に縛られる必要はありません（特に用語は専門家が適訳を決めるべきです）。 
個別の翻訳サービスもしています。 
https://webdesk.jsa.or.jp/common/W10K0500/index/dev/iso_domestic02_01 
JIS を作成する場合（ISO の翻訳 JIS を含む）は、利害関係者で JIS 原案作成委員会を設置しま
す。 
翻訳 JIS を作成する場合は、当該 ISO 規格の ISO/TC（専門委員会）の国内審議団体
（TC59/SC13 の場合は、建築・住宅国際機構）が設置することが多いと思いますが、他の団体が設置して
いけないことはありません。 
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JIS を作成するときは、そのまま翻訳（IDT:一致）でなくても日本に適合させてもかまいません（MOD:修
正） 
https://rnavi.ndl.go.jp/research_guide/entry/theme-honbun-400378.php 
ISO 規格には、規程の附属書（Annex（normative））と参考の附属書（Annex
（informative））があります。 
日本用に規格書本体を修正することもあるが、附属書を追加することもあります。 
日本独自の規定要素を附属書で追加する場合や、日本での適用を考えて解説や実装例を参考の附属書と
して記載することもあります。 
何か日本として ISO に追加で縛りたいことがあるなら JIS が必要です。 
参考情報だけを提供したいなら JIS はなくてもかまいません。 
適当な解説書等を JIS とは別に作ればよいだけです（JIS にすると有料になってしまって日本規格協会が儲
かるだけ）。 
ISO19650-1 が特殊なのは、推奨事項だけで規定事項がありません（本文に shall（～しなければならな
い）が登場しない）。 
何も縛っていない国際規格です（should だと「望ましい」だけなので、従わなくても規格違反になりません）。 
ISO19650-2 は、shall consider が多いようです（「検討せよ」なので、具体のアクションは縛らない）。 
 
用語など、JIS を参考にする場合、日本規格協会のページから、すべての JIS が無料で閲覧できます。 
（印刷は不可、昨年 12 月から事前登録が必要になったようです） 
https://www.jisc.go.jp/app/jis/general/GnrJISSearch.html 

以 上 
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■2021 年度 第２回 BIMCIM における情報エコシステム小委員会 議事メモ 
日 時︓ 2021 年 10 月 27 日（水）15:00～16:50 
開催方法︓ Web 会議(ZOOM 利用) 
参加者︓武藤氏（建研）、古屋氏（大林組）、青山氏（国総研）、千葉氏（パシコン）、 

足達氏（鹿島）、宮田、山本（ｂSJ） 
オブザーバー︓山下氏（bSJ）、明野氏（JACIC） 

議事次第: 
1. 前回の議事内容確認と補足 
➢ 用語に関して（国交省のポータル、ISO7607（建設用語）） 
⇒ISO7607 の資料に関しては翻訳未対応だが購入を進める。 

➢ ISO 発行資料の翻訳に関してはビジネス的な活用以外はおとがめなし。 
➢ 「270235_REP_0010A_D9_Info Mgt Plan Rev B」 の紹介 
⇒中国の鉄道 PJ で ISO19650 を活用した USE CASE だが詳細内容は不明。具体的な運用までは
記載されている可能性あり。 

⇒bSI の Award でも本 PJ が発表されていた（BOX にアップ） 
（BOX フォルダ URL） 

➢ BOX 等の参照確認 
⇒青山氏には自宅 PC での接続を確認して頂く 

2. 国総研で進めている ISO19650 の考えに沿って検討している要領・基準作成に関する紹介 
関連資料は BOX にアップ予定 
発注者における BIM/CIM 実施要領（案） 
https://www.mlit.go.jp/tec/content/001395761.pdf 
ＢＩＭ／ＣＩＭポータルサイト 
http://www.nilim.go.jp/lab/qbg/bimcim/spec_cons_new.html 
【説明内でのポイント】 
・ ERI を特記事項に書き込む運用になっている 
・ BIM/CIM モデルの「段階モデル確認書」は発注者が作成するものだが施工業者が作成しているのが実態 
・ 現状のドキュメント関連は国総研が日本の運用をベースに検討して作成したもの。よって、ISO19650 とはあ
っていない。 

・ EIR、BEP に関して、日本では契約前に計画書を作成するルールがないので、契約後に作成している。プロ
セスを変えるのは厳しい。 

・ 建築は発注者の意向によりプロセス変更は可能 
・ 英国はオブジェクトの命名規則での形になっているが、日本ではフォルダー、ファイルでの管理が精いっぱいの状
況 

3. 小委員会活動内容の説明と進め方の継続検討 
➢ 前回の検討内容から本委員会での方向性確認 
－ISO19650 のガイド、補足資料（用語説明）の作成 

➢ 英国と日本との制度の違い検討 
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⇒積算協会の資料 
（BOX フォルダ URL） 
⇒建築と土木のプロセスが違う点も考慮が必要 
土木の道路工事のプロセスが分かるものがある（古屋さん） 
次回までに資料をアップしてもらう 

➢ 進め方案 
－機械翻訳内容レビュー⇒修正⇒レビュー⇒更新︖ 
・ 仮の目次を作成して進めていく 
⇒次回に暫定の目次を作成し、議論する。 

－対象の書籍を決めて、担当を決める︖ 
➢ その他 
－EIR の「E」は Exchange︖ Employers︖どちらが正しいか 
⇒ISO19650 と BS1192 とで表現を変えているがどちらも同じ意味。日本語としては「発注者情報要
件」が明確でわかりやすい 

－次回から建研のプロセス標準化を検討しているメンバーにも参加してもらい。次回、現在の研究内容も紹
介してもらう。 

4. 事務局報告 
・ 委嘱書等に関して 
⇒JACIC 殿→bSJ 事務局→青山氏、武藤氏に送付 
一緒に小委員会の計画書も送付 

5. 次回開催日時について 
11 月 24 日（水）15:00～17:00 
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■2021 年度 第３回 BIMCIM における情報エコシステム小委員会 議事録 
日 時︓ 2021 年 1１月 2４日（水）15:00～16:45 
開催方法︓ Web 会議(ZOOM 利用) 
参加者︓武藤氏（建研）、古屋氏（大林組）、青山氏（国総研）、千葉氏（パシコン）、 

足達氏（鹿島）、三戸氏（清水）、山本（ｂSJ） 
オブザーバー︓山下氏（bSJ）、明野氏（JACIC） 

議事メモ: 
1. 新規メンバー紹介 
➢ 建築研究所での取り組み紹介 
⇒今回は不参加なので次回に延期。 研究員︓田村篤氏 
紹介サイト︓https://www.kenken.go.jp/japanese/research/member/a-tamura.html 

2. 前回の議事内容確認と補足 
➢ 英国と日本との制度の違い検討 

・ 土木の道路工事のプロセスが分かるものがある 
⇒日本の道路の業務プロセスサンプル 
（BOX フォルダ URL）i 
⇒日本は設計・施工分離発注が主体。英国はデザインビルド 

➢ bSI Award 2021 の資料確認（BOX 内） 
⇒中国の高速鉄道工事で ISO19650 を活用したことがアピールされている。ポイントは PJ、Sub-PJ の
関係者間での情報共有。 
⇒PJ 内で Sub-PJ の入札と竣工が繰り返される運用イメージ 
（BOX フォルダ URL） 
⇒実際のタスクをベースに ISO19650 のプロセスと比較する進め方が分かりやすい 
⇒プロセス別に共通データを利用するイメージが ISO19650 

➢ 進め方に関して 
・ 成果物の目次（仮で作成し、今回検討する） 

3. 香港の「CIC BIM Standards General V2」の紹介 
（BOX フォルダ URL） 
⇒香港の BIM スタンダードの紹介。後半の Annex 部分が参考になると思われる。 
⇒機械翻訳を検討 

4. 小委員会活動内容の説明と進め方の継続検討 
① 成果物の目次内容の検討と目次の詳細項目内容整合 
⇒目次項目に関しては以下の内容で概ね OK 
① 本小委員会の目的・設立背景 
② ISO19650 とは（目指すもの） 
③ 関連書類の情報（資料の説明・位置づけ含む） 
④ 海外の取組み事例 
⑤ 欧米と日本の発注・契約形態の違い 
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⑥ ISO19650 の業務プロセスと日本の業務プロセスとの差異 
⑦ まとめ 
⑧ 用語一覧 

② 上記内容に合わせて進め方検討 
⇒建築と土木の違いをどう分けるか 
⇒ISO19650 での翻訳言語の課題 
⇒発注者の機密情報の扱いに関して（海外はどうしているのか︖） 

→CDE ではデリバリ情報が主体のはず。ISO19650 では記述していない。（事例から探すのもあり） 
⇒先ずは、海外の事例を収集すべき。PJ 事例が良い 
⇒建築は施工プロセスの情報を発注者が管理していない。土木は発注者が紙ベースでは管理できても、

BIM/CIM データの管理できていない。 
⇒建築の業務プロセスサンプルは種類が多く、まとまったものがない。 
⇒ISO19650-2 の業務プロセス情報を理解して、日本との差異分析を進める。 
⇒用語に関しては「英英辞典」の活用もあり。 

5. 社会基盤情報標準化委員会の報告会に向けて 
⇒1 月中旬を予定。発表は 2 テーマ（１テーマ︓20 分～30 分） 

6. 事務局報告 
・委嘱書等に関して ⇒ 武藤さん分の再発行 

7. 次回開催日時について 
12 月 22 日（水）15:00～17:00 
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■2021 年度 第４回 BIMCIM における情報エコシステム小委員会 議事録 
日 時︓ 2021 年 1２月 2２日（水）15:00～17:0０ 
開催方法︓ Web 会議(ZOOM 利用) 
参加者︓古屋氏（大林）、千葉氏（パシコン）、明野氏（JACIC）、山下氏（bSJ）、 

児玉氏（建技）、山本（bSJ） 
議事次第: 

1. 新規メンバー紹介 
① 建設技術研究所 新技術推進部 業務効率化推進室︓児玉氏 

2. 建築研究所での取り組み紹介（建研︓田村さん）（欠席の為、次回） 
3. 前回の懸案事項確認と新情報の共有 

➢ ISO19650 Q&A （山下さん） 
⇒BS1192 から ISO19650 に移行する為の Q＆A 
⇒英国は国際的な企業も多い為、ISO19650 の取組んでいる企業が多い 
⇒情報コンテナの分類が大変（英国はユニクラス） 

➢ ISO19650 利点と欠点 （山下さん） 
⇒ISO19650 の短所としては、規格を読むだけでは全体像が分からない。 
様々な関連資料を読む必要あり。 

➢ ISO19650 事例の YouTube のポイント （足達さん） 
➢ BS1192（A1、２~５）の原文と翻訳版 （児玉さん） 
⇒児玉さんが JACIC 時代に翻訳した内容 
⇒この中の用語一覧は機械翻訳だけでなく、内部で整合した用語なので日本での活用の参考になる 

➢ 香港 CIC BIM Standards（機械翻訳版） （山下さん） 
※登録されたメンバーからフォローがあればお願いします。 

4. 小委員会の進め方検討 
① 報告書の目次再確認 

1. 本小委員会の目的・設立背景 
2. ISO19650 とは（目指すもの） 
3. 関連書類の情報（資料の説明・位置づけ含む） 
4. 海外の取組み事例 
5. 欧米と日本の発注・契約形態の違い 
⇒日本の発注・契約形態・運用の調査に変更 

6. ISO19650 の業務プロセスと日本の業務プロセスとの差異 
7. まとめ 
8. 用語一覧 
 

⇒日本の公共事業の CDE の考えは、発注者サイドのシークレットな CDE と発注者・受注者間での CDE の 
2 パターンが存在する。 

② スケジュール項目の見直し 
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⇒項目変更は JACIC 殿としては問題なし。 
⇒上記報告書の目次内容に合わせる 

③ 用語に関しての調査の進め方 
⇒用語のまとめ方に関しては、ISO19650-2 の「情報マネージメントを目的とした関係者とチーム間のインター
フェース」と「デリバリーフェーズの流れと作業内容」の内容と日本の運用と合うのかの検討と並行して、用語も
検討する。 

⇒次回は上記内容の進め方で検討する。事前に各メンバーで理解不明な用語に関して確認してもらう。 
④ 業務プロセスに関して（ISO19650 の実行関係者、実行プロセスの確認） 
⇒③の内容と一緒に検討する。 

5. 社会基盤情報標準化委員会の報告会に向けて 
① 開催日︓令和４年１月 20 日（木）10 時～11 時 30 分 
② 発表内容の確認 ⇒ 特に問題なし 

6. 事務局報告（特になし） 
・次回開催日時について 
1 月 2６日（水）15:00～17:00 
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■2021 年度 第５回 BIM/CIM における情報エコシステム小委員会 議事録 
日 時︓ 2022 年 1 月 26 日（水）15:30～16:20 
参加者︓古屋氏（大林）、千葉氏（パシコン）、足達氏（鹿島）、児玉氏（建技）、 

明野氏（JACIC）、山下氏、宮田氏、山本（bSJ） 
開催方法︓ Web 会議(ZOOM 利用) 

議事次第: 
1. 新規メンバー紹介 

① 建築研究所 研究員︓田村篤氏（次回以降で参加されたときで） 
2. 前回の懸案事項確認と新情報の共有 

➢ BIM による建設資産の管理︓先端建設技術センター殿の紹介（山本） 
⇒本内容は政府調達目線での内容になっているのがポイント。 
⇒IFC の内容を誤解されて記述されている点が気になる 
⇒マニラ鉄道のじれに関しては円借款案件なので日本の建設コンサ 
ル会社がからんでいるのと思われる。 
（パシコン殿、建技研殿は案件には絡んでない模様） 
⇒英国の HS2 プロジェクトに関しては JACIC にも情報がある可能性 
があるので確認して頂く（JACIC 明野様） 
土木学会での HS2 の報告書（2014 年）は BOX にアップ 
（BOX フォルダ URL） 

3. 小委員会の検討内容 
① 社会基盤標準化委員会の中間報告結果共有 
② 用語に関しての調査の進め方と依頼事項 
 作業手順（案） 

1. 用語（英語）を抽出する。 
2. 用語（英語）から用語（日本語）を作成する。 
3. 用語（英語／日本語）の参照箇所を記述する。 
4. 用語（日本語）の解説を作成する。 
今回は規格書からの用語抽出、略語、用語（日本語）、参照箇所の作成をお願いしたと思います。 

 対象規格書︓ISO19650-1、-2、BS1192、BS1192-2 
【規約書格納場所】 
（BOX フォルダ URL）（ISO19650） 
（BOX フォルダ URL）（BS1192） 

  用語の抽出基準 
1. Terms and definitions に記載の用語【必須】 
2. 本文中の用語で、各規格を理解するために必要な用語【必須】 
3. その他、必要と思われる用語 
  記入フォーマットと記入内容を説明 
（記入フォーマット「ISO19650 用語集（氏名）.xlsx」原紙） 
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（BOX フォルダ URL） 
  担当（当日欠席の方（青色）には別途案内させてもらいます） 
今回は建築系、土木系各１名を選定させて頂きました。 
各自、規格書全文を対象に用語抽出をお願いし、編集でマージ作業を私の方で実施します。 
➢ ISO19650-1︓青山さん、足達さん 
➢ ISO19650-2︓古屋さん、三戸さん 
➢ BS1192︓千葉さん、武藤さん 
➢ BS1192-2︓山下さん、児玉さん 
➢ 編集作業︓山本 
 納期︓2/22（火）までに各自で BOX の各担当規格フォルダーにアップを願います。 
（BOX フォルダ URL） 
4. 事務局報告はなし 
・次回開催日時について 

3 月 2 日（水）14:30～16:00 
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■2021 年度 第６回 BIMCIM における情報エコシステム小委員会 議事録 
日 時︓ 2022 年３月 2 日（水）1４:30～1５:１５ 
参加者︓千葉氏（パシコン）、足達氏（鹿島）、児玉氏（建技）、千葉氏、水野氏、 

宮本氏（国総研）、明野氏（JACIC）、山下氏、宮田氏、山本（bSJ） 
開催方法︓Web 会議(ZOOM 利用) 

議事次第: 
1. 前回の懸案事項確認と新情報の共有 
➢ BIM/CIM 推進委員会 基準・国際検討 WG の発表資料（山本） 
⇒GDN で紹介されている Toolkit は、ISO19650 に準拠した 情報要件（OIR、AIR 等）や BIM 実
行計画書の作成を支援するためのガイダンスやテンプレート集なので参考になる。 

➢ カナダの ISO19650 関連 YouTube（山本、山下氏） 
https://www.canbim.com/agenda/wsps-use-and-implementation-of-iso-19650 
カナダの CANBIM というサイトでの ISO19650 の特集記事です。 
https://www.canbim.com/events/iso-19650 

⇒各自内容見て頂き、参考になるようであれば、CANBIM の主催者との情報交換の場を検討できればと考え
ている。カナダも日本と同じ位置付けで評価中のレベル（山下氏）。 

⇒ISO19650 の検証は BIM360 をベースで実施おり、発表のかなでも、ISO19650 での良い点、悪い点も
コメントされている 

⇒用語の理解とコードの定義はポイント。 
2. 小委員会の検討内容 

① 用語に関しての調査結果のレビューと今後の進め方 
 対象規格書︓ISO19650-1、-2、BS1192、BS1192-2 

（BOX フォルダ URL） 
 用語の抽出基準 

1. Terms and definitions に記載の用語【必須】 
2. 本文中の用語で、各規格を理解するために必要な用語【必須】 
3. その他、必要と思われる用語 

 担当振り分け 
➢ ISO19650-1︓青山さん、足達さん 
➢ ISO19650-2︓古屋さん、三戸さん 
➢ BS1192︓千葉さん、武藤さん 
➢ BS1192-2︓山下さん、児玉さん 
➢ 編集作業︓山本 

  格納場所（BOX） 
（BOX フォルダ URL） 

 次の STEP２、STEP3 の紹介と進め方検討 
⇒次回までに翻訳・解説部分を追記して、次回整合予定 

参考資料 
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・ISO-19650 の日本語、BS のガイダンス、BIM マネージャー翻訳 
・建設工事契約約款の国際比 
https://www.jstage.jst.go.jp/article/procm1993/2/0/2_0_11/_pdf/-char/ja 

3. 事務局報告 
・次回開催日時について 
3 月 23 日（水）1５:０0～1７:00 
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■2021 年度 第７回 BIMCIM における情報エコシステム小委員会 議事録 
日 時︓ 2022 年３月２３日（水）1５:００～1７:00 
参加者︓千葉氏（パシコン）、足達氏（鹿島）、児玉氏（建技）、青山氏、水 
野氏、郭氏（国総研）、明野氏（JACIC）、宮田氏、山本（bSJ） 
開催方法︓Web 会議(ZOOM 利用) 

議事次第: 
1. 前回の懸案事項確認と新情報の共有 
➢ ISO19650 関連用語 参考情報 
➢ BIM/CIM 用語集 
➢ NBS 
（BOX フォルダ URL） 
➢ BIM Wiki 
https://www.designingbuildings.co.uk/BIM_Wiki 
➢ Construction innovation Hub サイト 
組織情報要件（OIR）-建設イノベーションハブ (constructioninnovationhub-org-
uk.translate.goog) 

2. 小委員会の検討内容 
① 調査用語の日本語、解説文のレビュー 

  ISO19650-1 の P1～P3（１８用語）をレビュー実施 
（進め方に関して） 
  ISO19650 内の参考出典情報は Excel 一覧に追記する。 
  注釈や参考にする図やサイトも可能な範囲で追記する 
  ISO 関連（37500、12006、29481、55000、6707、12911、IEC82045）の中で JIS 

化されている内容もあり、それら情報じは活用すべし。 
➢ ISO37500︓アウトソーシングに関するガイダンス 
➢ ISO12006︓建設分野の情報分類体系 
➢ ISO29481︓BIM－IDM︓情報配信マニュアル－ 
➢ ISO55000︓アセットマネージメント JIS Q 55000 

JISQ55001:2017 アセットマネジメント－マネジメントシステム－要求事項 (kikakurui.com) 
➢ ISO6707︓建築土木工事（一般用語） 
➢ ISO12911︓BIM のガイダンスのフレームワーク 
➢ IEC82045︓技術文書マネージメント JIS Z8245-1 

JISZ8245-1:2006 技 術 文 書 マ ネ ジ メ ン ト － 第 １ 部 ︓ 原 則 及 び 方 法
(kikakurui.com) 

（レビュー内容からのポイント） 
  appointment、appointed party、lead appointed party、appointing party、client をどう位

置付けるか。 
➢ appointment︓発注又は受注、指示、（契約︖） 
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➢ appointed party︓受注者、受託者 
➢ lead appointed party︓元請 
➢ appointing party︓発注者（発注者権限のある組織） 
➢ client︓発注者（出資者） 

  delivery と task の関係 
➢ delivery は資産の設計、施工、性能検証フェーズ（ISO19650-1 の P13 の図３︓資産の情報マ
ネージメントのライフサイクルより） 
➢ task は通常、単一の主体の責任下にある一連のアクティビティ 

 trigger event（アセット情報の交換イベント） 
➢ デリバリフェース時はプロジェクトの各段階の終了時に情報交換イベント 

3. 国総研 青山さんが３月末で退任。後任者は調整中。 
4. 事務局報告 

・次回開催日時について 
４月２７日（水）1５:０0～1７:00 
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■202２年度 第１回 BIMCIM における情報エコシステム小委員会 議事録 
日 時︓ 2022 年４月２７日（水）1５:００～1７:0０ 
開催方法︓ Web 会議(ZOOM 利用) 
参加者︓千葉氏（パシコン）、足達氏（鹿島）、児玉氏（建技）、明野氏（JACIC）、山本（bSJ） 

議事次第: 
1. 小委員会の検討内容 
① ISO19650-1 の内容をレビュー 
  主に図・表を中心に業務の流れや情報の扱い、日本での運用の確認 
➢ ISO-19650 規格書（PDF）の図の内容に関して、PDF 内に注釈コメントにポイントコメントを追記。
BOX にアップ。 
➢ 記述内容以外のポイントコメント 
✓ 建築と土木の違い 
① 複合情報モデルの考えは土木では少ない。 
② 土木工事は分離発注で最終の個々の成果物の複合モデルを見るのは発注者。 
③ BIM は建築が先にスタートしているので、建築はフィットし易い。但し、土木もどう定義するかで進め
られると思われる。 
④ 海外や日本の建築は調達や購買を意識した体制と PJ 遂行なので、ISO の考えにフィットしてい
る。土木の場合は構造物主体ありきで要求仕様も発注サイドが作ることになっているが、実態は乖離し
ている。 
⑤ 発注者の要求事項の中に SDGs関連の内容が追加される場合があり、それら要求事項として
ISO20887（建物および土木工事における持続可能性）が参考にされている。 

 調査用語の日本語、解説文のレビューも並行で進めます。 
⇒次回も同様の進め方で対応予定 
次回は P11 の「６．情報デリバリサイクル」～ 

2. 事務局報告 
・次回開催日時について 
５月２５日（水）1４:３0～1６:００ 
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■202２年度 第２回 BIMCIM における情報エコシステム小委員会 議事録 
日 時︓ 2022 年５月２５日（水）1４:３０～1６:0０ 
参加者︓千葉氏（パシコン）、足達氏（鹿島）、児玉氏（建技）、明野氏（JACIC）、 

武藤氏（建研）、山下氏、山本（bSJ） 
開催方法︓ Web 会議(ZOOM 利用) 

議事次第: 
1. 前回の懸案事項確認と新情報の共有 
➢ ドイツの CDE の標準化取組み情報 
  今回紹介した、DIN SPEC 91391 の規格は ISO19650 をベースに VDI2552 （ ド イ ツ 技 術 

者 協 会 の 規 格 ） と CENTC442/WG3/TG3（欧州規格）を統合しドイツ版 CDE の詳細仕
様を定義している 

  ドイツの研究者からは本規格はワークフローの議論不足との指摘あり 
 格納場所 

（BOX フォルダ URL） 
2. 小委員会の検討内容 
① ISO19650-1 の内容をレビュー（P13～P25） 
 ディスカッションポイントは注釈に追記 
 最終的には注釈ポイントを抽出し、検討ポイントをまとめる。 
 まとめた ISO19650-1 の検討終了後、検討ポイントをベースに再度レビューするか、ISO19650-2 の

検討に進んで、ISO19650-2 終了後に、再度 ISO19650-1 の検討を進めるかに関しては次回の
定例会で検討する。 

 次回は ISO19650-1 の P28～。 
 本日の検討ポイントを記述した内容と議事メモは以下にアップ済み 

（BOX フォルダ URL） 
3. 事務局報告 

・次回開催日時について 
６月２２日（水）1５:００～1７:００ 
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■２０２２年度 第３回 BIMCIM における情報エコシステム小委員会 議事録 
日 時︓ 2022 年６月２２日（水）1５:００～1６:５０ 
開催方法︓ Web 会議(ZOOM 利用) 
参加者︓児玉氏（建技）、明野氏（JACIC）、古屋氏（大林組）、山下氏、山本（bSJ） 

議事次第: 
1. 前回の懸案事項確認と新情報の共有 

① 第 9 回 BIMCIM ライブ（6/30（木）13:00～17:30） 
https://www.event-form.jp/event/33208/KQy1cFbL?g=entry 
セミナー内容紹介 
・ 国土交通省 大臣官房 技術調査課 課長補佐 榮西 巨朗 様 
「2022年度 BIM/CIM 方向性について」 
・ 公益社団法人土木学会土木情報学委員会 三次元モデルを活用した建設生産性向上研究小委員会 
「設計・施工の流れに見る BIM/CIM 生産性向上のポイント 」 (仮) 
・ 現場で即実践可能な BIM/CIM ベンダーの多様な取り組み（毎回更新） 

② アイルランドの事例紹介 
➢ アイルランドの National AnnexISO19650-2-2018.pdf 
➢ National Annex の UK とアイルランドの比較.pdf 
③ UK National Annex 
④ 建設工事契約約款の国際比較 
※ 上 記 資 料 は（BOX フォルダ URL） 
に登録済み 

2. 小委員会の検討内容 
① ISO19650-1、２の内容をレビュー 
➢ 主に図・表を中心に業務の流れや情報の扱い、日本での運用の確認 
➢ 調査用語の日本語、解説文のレビューも並行で進めます。 
➢ ISO19650-２の図４、図５に関しては発注差サイドの関係者に確認しないと分からない（技調等に別途
確認） 

➢ ISO19650-2 の図７の「受託プロセスフロー」部分に関して日本は設計・施工分離発注形式が主体なの
で情報フロー、責任部門等に違和感あり。 ⇒ チェックポイント。 

➢ ISO19650-2 P16 の「5.4.8 受託プロセスフロー」迄終了 
検討した内容をメモした PDF は以下に格納済み 

➢ 全体スケジュールと進め方確認 
➢ 第一ステップでは ISO19650-1,-2 の規格書の内容を議論して、その結果をまとめた内容で、改めて、

ISO19650-1,-2 の内容を確認する進め方で了解を得る。 
➢ その他 
➢ 国総研の水野研究官へ本小委員会の参加確認と委嘱書の有無の確認を行う。 
 

3. 事務局報告 
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・次回開催日時について 
７月２７日（水）1５:０0～1７:００ Web 開催 

  



42 
 

  



43 
 

  



44 
 

 
 
  



45 
 

  



46 
 

  



47 
 

  



48 
 

  



49 
 

  



50 
 

  



51 
 

  



52 
 

  



53 
 

  



54 
 

  



55 
 

  



56 
 

  



57 
 

  



58 
 

  



59 
 

  



60 
 

  



61 
 

  



62 
 

  



63 
 

  



64 
 

  



65 
 

  



66 
 

UK_National Annex  
 

What are the key changes to the UK National Annex to BS EN ISO 

19650-2? 
BS EN ISO 19650-2 の英国国内付属書の主な変更点は何ですか？ 
 
The UK BIM Framework is the way we implement information management according to the ISO 
19650 series. The National Annex to BS EN ISO 19650-2 is part of this framework and contains the 
UK-specific recommendations for information management on projects. It carries forward many 
details from BS 1192:2007+A2:2016 that would otherwise have been lost when this standard was 
withdrawn. 
 
UK BIM フレームワークは、ISO 19650 シリーズに従った情報管理の実施方法です。BS EN ISO 19650-
2 の国内附属書は、このフレームワークの一部であり、プロジェクトにおける情報管理のための英国固有

の推奨事項を含んでいます。これは、BS 1192:2007+A2:2016 から多くの詳細を引き継いでおり、この規

格が廃止された際に失われることになるものです。 
 
This National Annex was initially prepared at the time ISO 19650-2 was being published in late 2018. 
Now, the National Annex has been revised to take proper account of issues that had been raised 
during the 2016-2018 review of PAS 1192-2 and issues raised subsequently. The public consultation 
on this revision took place in May to July 2020 and was a huge success in that 225 comments on the 
draft were submitted. However, this also meant that each topic received comments across a very wide 
spectrum of views. 
 
The purpose of this summary is to explain why the seven main changes in the revised National Annex 
have been made. 
 
この National Annex は、当初、ISO 19650-2 が 2018 年末に発行された時点で作成されました。今回、

PAS 1192-2 の 2016 年から 2018 年の見直しの際に指摘されていた問題点や、その後に提起された問題

点を適切に考慮し、National Annex を改訂しました。この改訂に関するパブリックコンサルテーション

は 2020 年 5 月から 7 月にかけて行われ、ドラフトに対する 225 件のコメントが提出されるという大成

功を収めました。しかし、これは各トピックに非常に広い範囲の意見が寄せられたことも意味している。 
 
この要約の目的は、改訂された国内附属書の 7 つの主要な変更がなぜ行われたのかを説明することであ

る。 
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Main change 1: A new table has been created in NA.3.1 to summarise the field codes and their 
purposes in the information container ID. The field code length recommendations have been removed. 
This was partly because many users had commented that some fields were not long enough, but also 
because software should use the delimiter to distinguish between the fields. 
 
主な変更点 1：NA.3.1 に新しい表が作成され、情報コンテナ ID のフィールドコードとその目的が要約

された。フィールドコードの長さに関する推奨事項は削除された。これは、多くのユーザーからフィール

ドの長さが十分でないとのコメントがあったことに加え、ソフトウェアがフィールドを区別するために

デリミタを使用する必要があるためである。 
 
Main change 2: The Volume field has been renamed Functional Breakdown. Now that ISO 19650 
talks about broader concepts than purely spatial volumes, this field has been refined to support the 
federation strategy and the information container breakdown structure. This code can now be used 
for a system-based sub-division of the project, with codes fixed on a project-by-project basis. However, 
it can still be used for the volume-based sub-division if required. 
 
主な変更点 2： Volume フィールドは Functional Breakdown に名称変更された。ISO 19650 が純粋な

空間ボリュームよりも広い概念について述べている今、このフィールドはフェデレーション戦略と情報

コンテナ分解構造をサポートするように改良されました。このコードは、プロジェクトごとに固定され

たコードで、システムベースのサブディビジョンに使用することができるようになりました。ただし、必

要に応じてボリュームベースのサブディビジョンにも使用することができます。 
 
Main change 3: The Level/location field has been renamed Spatial Breakdown. The new name is more 
generic, and hence easier to apply to infrastructure projects. The standard codes related to building 
levels have been removed as there were many comments that these did not allow suitable ordering of 
information containers in lists. But the previous codes can be reinstated at a project level if necessary. 
 
主な変更点 3： Level/location フィールドは Spatial Breakdown と改名されました。新しい名称はより

一般的で、インフラプロジェクトに適用しやすくなっています。建物レベルに関連する標準的なコード

は、リスト内の情報コンテナの適切な順序付けを可能にしないという多くのコメントがあったため、削

除されました。しかし、必要であれば、プロジェクトレベルで以前のコードを復活させることができる。 
 
Main change 4: The Type field has been renamed Form and the standard codes have been replaced 
with a more succinct list. This is consistent with an existing standard (BS ISO 29845) for forms of 
information. The previous list contained codes that described file content which could duplicate the 
classification metadata appended to information containers. The standard list can be extended to 
generate more precise codes if required at project level. 
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主な変更点 4：「タイプ」フィールドは「フォーム」に名称変更され、標準コードはより簡潔なリストで

置き換えられました。これは、情報の形式に関する既存の規格(BS ISO 29845)と一致するものです。以

前のリストは、情報コンテナに付加された分類メタデータと重複する可能性のあるファイルコンテンツ

を説明するコードを含んでいました。プロジェクトレベルで必要であれば、標準リストを拡張して、より

正確なコードを生成することができます。 
 
Main change 5: The Role field has been renamed Discipline, and the list of standard codes has been 
revised. This is so that Disciplines align with technical activities rather than job titles or contractual 
designations (such as subcontractor). Again, this list can be expanded if required. 
 
主な変更点 5：「役割」フィールドが「分野」に名称変更され、標準コードのリストが改訂されました。

これは、Discipline が職種や契約上の名称（下請け業者など）ではなく、技術的な活動に一致するように

するためです。このリストも、必要に応じて拡張することができます。 
 
Main change 6: Status codes for the common data environment have been revised. The list of Shared 
codes has been simplified, with S4 and S5 now aligning with the two-step review that is specified in 
ISO 19650-2 between Shared state and Published State. S4 is the review by the lead appointed party 
and S5 is review by the appointing party. The Published status codes (An) still relate to project stages 
and it has been clarified that the purpose of issue (such as ‘for planning’, ‘for construction’ or ‘as-
constructed’) should be defined at project level. 
 
主な変更点 6：共通データ環境のステータスコードが改訂されました。Shared コードのリストが簡素化

され、S4 と S5 が ISO19650-2 で規定されている Shared State と Published State の間の 2 段階のレビ

ューと整合するようになった。S4 はリード指名当事者によるレビューで、S5 は指名当事者によるレビ

ューである。発行状態コード（An）は依然としてプロジェクトステージに関連しており、発行の目的（「計

画用」、「工事用」、「施工済み」など）はプロジェクトレベルで定義されるべきであることが明確化された。 
 
Main change 7: The use of classification has been clarified. Classification codes are used both to apply 
codes to the information container itself (as metadata specified in ISO 19650-2 clause 5.1.7 item c) 
and separately to apply codes to the objects contained in the information container. This second use 
is now spelt out in new clause NA.5.2. 
 
主な変更点 7: 分類の使い方が明確にされた。分類コードは、情報コンテナ自体にコードを適用するため

（ISO 19650-2 5.1.7 項 c で規定されたメタデータとして）と、情報コンテナに含まれるオブジェクト

にコードを適用するために別々に使用されます。この第二の用途は、新しい条項 NA.5.2 に明記された。 
 
Summary 
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Although these changes in this new version of the National Annex might be perceived as substantial, 
most of the fields in the container naming ID can be used with the codes from the previous version 
provided this is agreed by all concerned on a given project. This should help maximise backward 
compatibility while still allowing the broader concepts of ISO 19650 to be implemented. 
 
Learn more about BS EN ISO 19650-2 National Annex 
 
概要 
 
この国内附属書の新バージョンにおけるこれらの変更は、実質的なものとして認識されるかもしれない

が、コンテナ命名 ID のフィールドのほとんどは、あるプロジェクトにおいて関係者全員の合意があれば、

旧バージョンのコードで使用することが可能である。これにより、ISO 19650 の広範なコンセプトを実

現しながら、後方互換性を最大化することができます。 
 
BS EN ISO 19650-2 国内附属書の詳細については、こちらをご覧ください。 
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■２０２２年度 第４回 BIMCIM における情報エコシステム小委員会 議事録 
日 時︓ 2022 年７月２７日（水）1５:００～1７:0０ 
開催方法︓ Web 会議(ZOOM 利用) 
参加者︓児玉氏（建技）、明野氏（JACIC）、古屋氏（大林組）、武藤氏（建研）、 

山下氏、山本（bSJ） 
議事次第: 

1. 前回の懸案事項確認と新情報の共有 
  建築の BIM 活用事例紹介（日建設計・清水建設） 
➢ BIM を活用するプロセスやタスク 
➢ BIM モデル事業 検証結果報告書（2020 年度、2021 年度） 
（BOX フォルダ URL） 

2. 小委員会の検討内容 
① 小委員会の 2021 年度活動実績と 2022 年度活動計画の確認 
 特に修正指摘が項目は無く、本内容で申請予定 

② ISO19650-1、２の内容を再レビュー 
  「5.５ 情報マネージメントプロセス 現場設営」より 
➢ Mobilize resources ⇒ 現場設営の資源 
➢ Delivery Teams ⇒ プロジェクト実行チーム 
➢ 図８の A の流れは次の PJ へ移る流れ（道路工事では多い） 
  「5.6 情報マネージメントプロセス 協働生産」より 
➢ 日本での工事用語とは違うが、流れは同じ 
  「5.7 情報マネージメントプロセス 情報モデルの納入」より 
➢ 基本的には日本と同じ流れ 
  「5.8 情報マネージメントプロセス 終結」より 
➢ 反省ポイントを活かす 
 CDE の考えに関して 
➢ ISO19650 での CDE の定義が曖昧。本委員会でもまとめたい。 
➢ 土木でも CDE の定義はバラバラ。共通サーバーを CDE としているものもある。 
➢ CDE 検討は ORACLE、Autodesk にそれぞれのサービスでの ISO19650 対策をヒアリング。 
⇒８月中にアポイント 
 分類コードに関して 
➢ 分類コードは積算協会での Uniclass の調査結果資料を入手し、土木でも活用できるかを検討する。 
  日本建築積算協会 BSIJ 協議会のサイトと Uniclass の分類体系と説明資料をアップした BOX 
の URL。 
公益社団法人 日本建築積算協会 ｜ BSIJ 協議会 
（BOX フォルダ URL） 
Uniclass の 分 類 体 系 （ 翻 訳 ） ︓ Uniclass2015JP_v4.3.xlsx 
翻訳説明資料︓202203_document.pdf 
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 その他 
➢ 業務専門用語の翻訳に関してはロイド社（認証会社）にも聞いてみる 

3. 事務局報告 
・次回開催日時について 
８月３１日（水）1５:０0～1７:００ 
次回は ISO19650-1,2 の検討内容の再レビュー 
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■BIM/CIM における情報エコシステム小委員会 臨時小委員会 議事録 
「ACONEX（ORACLE 社）の ISO19650＆CDE への取組み紹介」 

日 時︓ 2022 年８月９日（火）1１:００～1２:３０ 
開催方法︓Web 会議(ZOOM 利用) 
参加者︓栗原氏（ORACLE）、足達氏（鹿島）、千葉氏（パシコン）、明野氏、佐藤氏、 

池田氏（JACIC）、山下氏、山本（bSJ） 
議事次第: 

※当日資料は以下の「ORACLE 社（ACONEX）の取組み」フォルダーに格納いしました。 
（BOX フォルダ URL） 
・220809 Oracle CDE presentation（紹介資料） 
・DIN_SPEC_91391-1（ドイツの DIN_SPEC91391 の規格内容） 
・CDE_Functions (ENGLISH).en.ja （DIN SPEC 91391 の CDE 機能一覧） 
・CDE_Functions (ENGLISH) （上記の英語版） 

1. Oracle ACONEX の概要 
 共通データ環境（CDE）の最新動向紹介資料をベースに紹介 
 ACONEX は必要な情報だけを組織間で共有するサービス 
 日本ではプラント系 PJ での利用が多い（日本の建設業との慣習の違いによるもの︖） 
 前田建設殿は建築分野で BIM を中心に活用 
 洋上風力 PJ では外資企業の参入が多く絡むので利用される。 

2. CDE 標準化に向けたトレンド 
3. DIN SPEC 91391 における CDE ソリューションの要件 
  DIN SPEC91391 に準拠する認証を取得 
 文書管理＋コラボレーション（承認行為含む） ⇒ CDE の考え 
  DIN SPEC 91391-1 は機能仕様、DIN SPEC 91391-2 は API 仕様（データ連携） 
 規格書の内容（主要部分） 
➢ ４章︓モジュラーコード、仕様の説明 
➢ 4.5︓データ管理(コンテナ管理がポイント) 
➢ 4.6︓管理者機能（サーバの設置国等） 
➢ 4.7︓インフラ（クライド環境） 
➢ ５章︓ユースケース（必要機能が Excel でまとめている。必須機能が多い） 
  BusinessModel と BusinessProcess は今回の CDE の対象外 
  モデルの扱いに関しての詳細は記述されていない 

4. Oracle Aconex による CDE＿の実現 
 先ずは文書管理機能が必要 
 中立で安全なプラットフォーム 
  Aconex では情報はクラウド上で承認後に指定対象に共有。 
  自由に削除できない、トレサビリティ―も残す。 
  Aconex は BCF（BIM Collaboration File）と連携している 
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5. 質疑 
  ACONEX では発注者⇔元請け⇔サブコンとの連携実績はあるのか︖ 
⇒国内外でも事例はある。また、土木・建築での運用の違いはない 
 今回の DIN SPEC 仕様に関しては実証・検証は終わっている︖ 
⇒機能レベルでの議論は終わっているが、具体的な検証 PJ までは情報なし 
 ｂＳＩ（buildingSMART International）のカイトマーク認証に関して 
 最近、日本ではプリマベーラの利用に関しては聞かないが 
⇒世界ではデファクトになっている。特に発注者からの指定が多い。 
⇒日本は工程の標準がなく、各社任せ 
  BIM でないデータのビューイングはどうしているのか︖ 
⇒PDF 等はブラウザー的な表示で対応している 
⇒ACONEX は BCF サーバとの互換性があり、IFC データは扱える。DEN でも IFC を意識した仕様になっ
ているので bSI の考えとも合っている 
⇒DIN SPEC 仕様が ISO になる可能性もある 
  情報コンテナの考えに関して 
⇒デレクトリーで決めている。形態は「タグ＋ファイル」 
⇒分類コードを何を採用しているかもでは︖ 
  Publish の概念はないのか︖ 
⇒CDE の４つのステートの何番目にマッチングしているのか︖ 
（詳細不明） 
  日本ゼネコンは CDE の様なシステムを推進したい企業が発注者に提案している。プラント工事は国際意
識が高いので、発注者が利用を条件とする。 
よって、海外 PJ は利用するのが前提条件。 

  プラント工事をしているエンジニアリング会社は CDE の様なシステムを利用している。ACONEX では PJ 
内のトレーナ向けのトレーニングも実施 
  日本語化は︖ 
⇒完璧ではないが、日本語化はできている。 
 複数現場の掛け持ちは可能か︖ 
⇒現場を掛け持ちしている場合でもユーザは再ログインする必要なし 
  日本でのタグやコンテナ運用はどうしている︖ 
⇒日本人はタグには慣れていないのでフォルダーの対応で工夫して運用している。 

6. 当日資料 
・次回開催日時について 
８月３１日（水）1５:０0～1７:００ 
次回は ISO19650-1,2 の検討内容の再レビュー 

  



86 
 

■２０２２年度 第５回 BIMCIM における情報エコシステム小委員会 議事録 
日 時︓ 2022 年 8月 31日（水）1５:００～1７:００ 
開催方法︓ Web会議(ZOOM 利用) 
参加者︓児玉氏（建技）、明野氏、佐藤氏、池田氏（JACIC）、千葉氏（パシコン）、足達氏（鹿

島）、三戸氏（清水）、水野氏（国総研）、山下氏、山本（bSJ） 
議事次第︓ 

1. 前回の懸案事項確認と新情報の共有 
 ORACLE社、autodesk社の ISO19650対応状況ヒアリング 

 ORACLE社（ACONEX）は 8/9 に実施 
 Autodesk社（BIM360）は 9/11で実施予定 

 日本積算協会からの分類コード体系（uniclass）調査結果 
• https://building-smart.box.com/s/vvtmkzr6to1fwyq6md5toi4m4glpra28 

に格納済み（建築 BIM推進会議の報告書、uniclassの分類コード一覧の翻訳と説明） 
⇒ 

2. 新規メンバー紹介︓国総研 社会資本マネジメント研究センター  
水野 裕介 研究官 

3. ORACLE殿の ACONEX（情報共有サービス）の DEN-SPEC の取組みに関する紹介報告 
4. 小委員会の検討内容 
 ISO19650-1、２の内容を再レビュー 
 前回のヒアリングポイントをベースに改めて、レビュー。 

（検討内容・意見） 
  ・ISO19650-1,-2共に概念的考え・プロセス・業務関係者に関しては日本の業務と大きくは相違なし。 
・建築では発注者は PIM に関して意識が低い。外資の発注者は意識が高く、ERIは要求されるが、日本のゼ
ネコンは請負責任者としてきっちり対応しているのが実態。 
・ストックデータを残す、納品する意味はあるが、施工中の情報までは公開していない。但し、定期共有・報告は
今でも 1回／月で実施。 
施工情報の細かな管理を発注者が行うのは、負担が大きい。 
・日本での PJ推進は発注者ではなく元請けが主体でやっている。 
・発注形態に関しては、いろいろなパターンがある（外資も同じ） 
・海外の仕様変更は施工段階ではほとんどないし、非常に細かい。 
仕様変更に関しては基本、発注者責任。土木も想定外トラブルの場合は海外と同様。もめないように、記録
（議事録）を残す。 

・NEXCO でも設計・施工一括発注といった形態事例あり。その場合はゼネコン主体の体系になる想定。 
・国交省も設計⇒施工間での BIM によるデータ連携を推奨している。 
・発注者⇔元請、元請⇔下請との情報共有環境は別でも構わない。特に進行中の作業に関しては元請け主
体の環境になる。 
・ガチガチ（ワークフロー、セキュリティ等）なシステムになれば利用できないシステムになる。 

  ・国総研の DXセンターでの運用は CDE の考えにフィットしそうだが、実際は CDEの運用になっていない。 
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 今後のスケジュール確認 
 BEP（BIM実行計画）の情報共有・検討 

⇒オリエンタルコンサルの ODA案件での BEP情報 
「全世界 ODA事業における BIM/CIM の活用に係る 情報収集・確認調査」 
https://building-smart.box.com/s/dhzauautw3odr1zvc3imnm9l5lfwcrj7 

 建設分類体系とコード化の情報共有・検討 
https://building-smart.box.com/s/vvtmkzr6to1fwyq6md5toi4m4glpra28 

5. 事務局報告 
・次回開催日時について 
９月２８日（水）1５:０0～1７:００ 
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■BIM/CIM における情報エコシステム小委員会 臨時小委員会 議事録 
「BIM360Docs（autodesk社）の ISO19650＆CDEへの取組み紹介」 

 日 時︓ 2022年９月１２日（月）1１:００～1２:００ 
 開催方法︓Web会議(ZOOM利用) 

   参加者︓井上氏、山根氏（autodesk）、足達氏（鹿島）、児玉氏（建技研）、明野氏、佐藤氏、
池田氏（JACIC）、水野氏（国総研）、山下氏、山本（bSJ） 

 議事次第:  
     ※当日資料は以下の「AUTODESK社（autodesk Constrution Cloud）フォルダーに格納しました。 
      https://building-smart.box.com/s/lq480g4tgo64m6lu3wtba78qopf4n4s5 

・20220619_ISO 19650 BIM Standards 
・ISO19650Project事例︓Autodesk University WSP ご発表資料・ 
・Autodkesk Construction Cloud概要説明 

1. 自己紹介 
 井上さん、山根さんは AUTODESK社で建設業向けのクラウドサービスを担当 

2. AUTODESK Construction Cloud（建設統合プラットフォーム）の CDE環境の紹介 
 建設業界の背景︓SDGs（CO２）、働き方改革、BIMの活用、情報・クラウドの活用 
 AUTODESK社として建設業向けの CDEは AUTODESK Docs を提供（ISO19650対応も

Docs が対象） 
 AUTODESK Docsの主な機能としては以下（詳細は紹介資料を参照願います。） 

 管理・コミュニケーション 
 バージョン管理 
 承認フロー 

 ISO19650対応としては命名規則に沿っていないと、ファイル等をフォルダー（コンテナの位置づけ）
にエントリーできない。 

 フォルダーエントリーには承認プリセスに則って、承認後共有可能。単にコピーできない。 
 

3. 質疑 
 命名規則は何を参考にしているか 

⇒UK19650-2の内容をベースに作成。 
⇒ フォルダー名＝情報コンテナ名 

 本システムで IFCは扱える︖ 
⇒利用可能。その他に対応一覧に掲載されているファイルはビューイング可能 

 AUTODESK Docs と BIM360 Docs との違い 
⇒BIM360Docsはあくまでも主催者で用意したライセンスを渡し、参加する（招待を受ける）側はそ
れを受け取って利用する形態で受ける側は費用がかからなかった。AUTODESK Docsはおのおの
（個々）が必ず、Autodesk Docs のライセンスを所有していることが基本です。もちろん今までのよう
に招待する側のライセンスを貸し与えることも可能です。 
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Autodesk Docs と BIM 360 Docsの違い | Autodesk コンシェルジュセンター | CAD 
Japan.com 

 ISO19650 での各国の適用事例はあるか︖ 
⇒海外でも設計分野、施工分野だけの範囲でオリジナル仕様で利用しているの事例が多い 
⇒WPS殿（鉄道インフラ）が 652 の複数国の関係者（オーナー、設計者、ゼネコン、サブコン等）と
連携し、複数国の言語対応もルールを決めての事例がある。（以下のフォルダーにアップしました） 
https://building-smart.box.com/s/hqnnuy5wzhy5brjxgx8y7cdbuajfhl26 

 運用対象者及び運用主導者はだれ︖ 
⇒本来はオーナーが主導ですすめるもの（トヨタも進めている） 
⇒BEP（BIM実行計画）を作成した人が適任者だが、オーナー自身は対応が厳しい。実運用は作業
工数も管理すべきなので元請け、PM になるのでは︖ 
⇒万博はコンサルが対応するようだが、XXXX総研は BIM を知らないのが課題。 
⇒設備系は運用も含めた要求が出てくる。 
⇒以前、国交省で BIM マネージャーを育成しないといけないとの話題になった。CIO的要員の育成・確
保。 
⇒発注者の立場での CIO を対応した企業はその案件の工事受注できないのも課題。 
⇒発注者もデータをライフサイクルとしてどう活用するかを明確にする必要あり。 

4. 当日資料（格納場所を文頭に記述） 
 

・次回小委員会開催日時について 
９月２８日（水）1５:０0～1７:００ 
次回は「BIM実行計画」と「建設分類体系とコード化」の情報共有・検討 
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■２０２２年度 第６回 BIMCIM における情報エコシステム小委員会 議事録 
日 時︓ 2022 年９月２８日（水）1５:００～1６:４５ 
開催方法︓ Web 会議(ZOOM 利用) 
参加者︓児玉氏（建技研）、水野氏（国総研）、千葉氏（パシコン）、足達氏（鹿島）、 

古屋氏（大林）（明野氏、佐藤氏（JACIC）、山本（bSJ） 
議事次第: 
➢ 前回の懸案事項確認と新情報の共有 
➢ autodesk 社の ISO19650 対応状況ヒアリング結果共有 
➢ （BOX フォルダ URL） 
に当日資料は格納済み 
⇒大規模現場や複数の国の業者が参加する PJ では Autodesk Docs 
の様に命名規則を徹底するほうがメリットあり 
➢ 小委員会での検討内容 
 ODA 事業における BIM/CIM の活用に係る情報収集・確認調査（JAICA 提供）の資料のレビュー 
➢ 海外事例と国内のガイドラインとの対比は参考になる 
➢ 海外のガイドラインは ISO19650 ベースに整理している 
➢ ODA 事業に関して 
⇒ODA 事業は採算が悪いので、ゼネコンやコンサル会社はあまり積極的でないのでは︖ 
➢ 東南アジアはいろんな国の業者が参加する PJ が多いので、ISO19650 の考えで進める方がメリットある。 
➢ 日本政府としては、2014 年の「日本再興戦略」に位置付けられた重点事項です（インフラに係らず、すべての

産業） 
インフラの海外展開がさきほどのサイト 
https://www.mlit.go.jp/report/press/sogo05_hh_000281.html 

➢ JICA としては、相手国の発注の場合が、ISO19650 ベースの発注となった場合、（日本政府が出した予算
なのに）日本企業が受注で不利にならないようにしておく必要はあると考えているのではないか。 

 
 「BIM を活用した積算・コストマネージメントの環境整備」協議会資料内での分類体系調査結果のレビュー 
（日本建築積算協会提供） 

➢ 本報告書はあくまで建築の積算での活用目的で Uniclass2015 主体に調査 
➢ ISO19650-4 では COBie の仕様がベースになっており、分類コードとの関係性は重要 
➢ UK は昔から分類コードを持っていて、有効に利用している。 
➢ ある国ではフォルダーに分類コードで定義を支持していた 
➢ 日本でもフォルダー（情報コンテナ）の命名規則に関しては各 PJ で決めている。附属書まで定義する必要な
いのでは︖ 

 現状の自治体と元請け間での情報共有機能の紹介（工事監理官） 
➢ 現状の発注者・元請け間での情報共有の事例として、NEC 工事監理官の概要を紹介 
⇒別途、詳しい紹介の場を設定予定 
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⇒本システムは発注者・元請け間での情報共有だが CDE の考えは発注者・元請け・協力会社間での情報共
有。 

⇒最近は施工だけでなく、コンサル会社も利用できるようにしている。 
⇒現状は契約終了と同時に情報が削除されるのが課題。上手く櫃継がれると良い 
➢ 国交省の土木の CDE にあたる要件業務履行中における受発注者間の情報共有システム機能要件 

https://www.cals-ed.go.jp/mg/wp-content/uploads/kinoyoken_gyoumu14_yoken.pdf 
※履行中とあるのでプロセスは跨いでいない︖ 
※コードの記載は無し。フォルダ名の一部が決まっているだけ。 

➢ 「業務履行中における受発注者間の情報共有システム機能要件」の上位規程土木工事等の情報共有システ
ム活用ガイドライン 
https://www.mlit.go.jp/tec/content/001395719.pdf 

➢ ISO19650 による情報コンテナの命名規則に関して 
BS 版の National Annex による情報コンテナの命名規則はあるが、「ISO19650 による情報コンテナの命
名規則」は存在しない。 
情報コンテナの命名規則は ISO19650-1 の推奨事項として規定 
（3.3.12 の本文ではなく「注記 3」の中に記載があるだけ） 
（ISO19650 としては必須事項ではないことに注意）。 

➢ National Annex は ISO19650-2 の序文に記載はあるだけ。 
National Annex の内容については、何も規定されていない。 

➢ 情報コンテナの命名規則を含め、どういった内容をどこまで含めるか、含めないかは各国の裁量。 
➢ 日本で命名規則をどう決めるかは、いろいろなパターンがあり得る。 

・National Annex で決める（ALL Japan） 
・National Annex で土木、建築で決める 
・National Annex では細かく決めないが共通ルールは決める 
共通ルールに基づいて発注機関ごとに定める 
・National Annex では決めない 
発注機関ごとに定める 

➢ 事務局報告 
・次回開催日時について 
１０月２６日（水）1５:０0～1７:００ 
1.1 「国土交通省インフラシステム海外展開行動計画 2022」を決定 
報道発表資料︓「国土交通省インフラシステム海外展開行動計画 2022」を決定 - 国土交通省 
(mlit.go.jp) 
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■２０２２年度 BIM/CIM における情報エコシステム小委員会 臨時小委員会 議事録 
「NEC の工事監理官（公共工事の発注者・元請け間情報共有）の紹介」 
 日 時︓ 2022年１０月２１日（金）1６:００～1７:００ 
 開催方法︓Web会議(ZOOM利用) 

参加者︓足達氏（鹿島）、児玉氏（建技研）、千葉氏（パシコン）、水野氏（国総研）、山下氏、 
山本（bSJ）、久保、竹中（NEC） 

 
議事次第:  
     ※当日資料は以下の「NEC 工事監理官」のフォルダーに格納いたしました。 

（BOX フォルダ URL） 
 

NEC の「インフラマネージメントシステム」の紹介（以下の３システムで構成） 
 インフラマネージメントシステムの全体概要と背景 

 工事監理官が生まれた背景と流れ︓２０年以上前に CITIS（米国防総省の事業契約情報サー
ビス）をベースに検討→統合 DB（総プロ）の機能設計書作成→NECで工事監理官（電子納
品要領策定後検討スタート後）サービススタート 

 CITIS のミルスタンダードをベースに研究・仕様検討が始まる 
 統合 DBは「統合情報活用による建設事業の高度化技術に関する共同研究」で検討・構築が始

まり、産官学で機能設計書を作成（NEC も参加） 
 格納情報の整理 
 事業／契約／契約物 
 発注者承認考え方（ワークフロー）→目的は維持管理情報としての活用する為の正当性承

認 
 当時の統合 DBは単一の情報源に対して（共有、承認・公開）する考え、情報の単位はド

キュメント 
 単一の情報源、情報単位がドキュメント→情報のコード利用の動きから生データ（デジタルデー

タ）の利活用も意識している 
 工事監理官サービス（情報共有システム）︓デモ実施 

 工事期間中に受発注間でのドキュメントを電子データで情報共有、やり取り、スケジュール調整し決
裁行為も実施するシステム。 

 やり取りした書類をそのままの形態で電子検査業務を実施できるシステム 
 導入実績は   新潟県は３０００件／年の利用 
 本年度、画面をリニューアル 
 保管管理システムと自動転送し連携可能 

 電子納品保管管理システム（自治体５か所で稼働）︓デモ実施 
 電子納品要領に沿った形式でデータ管理できるシステム 
 豊富な検索機能 

 インフラ維持管理システム 
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 一部の自治体で導入している職員の点検結果を共有するシステム 
 今回は説明なし 

 
1. 質疑 
 図面の P21形式フォーマットは SXF形式ですか 

→SXFから PDF変換している 
 電子納品形式は SFX フォーマットですか 

→基本、納品要領では SXF フォーマットになっている 
 今後の納品形式が BIM/CIM にすることは考えているのか 

→アイコンフォルダーを要ししており登録できるようにしている 
 ３Dデータのビュワーはあるのか 

→納品要領に定められたフォーマットの対象「LandXML」等は用意しているが、各 CAD ベンダーのデー
タはビュワーを付けて納品している 

 国総研の検討している DXデータセンターの情報共有システムとの関係は 
→その中で検討されている情報共有は国交省が検討している内容とは別物で ISO19650は意識して
いない。 

 NECは ISO19650の動きに合わせる方針はある︖ 
→CDEのサイクルの概念は本システムに差し込まれているので、ISO19650の UI、UX の動きは意識
して対応していく 

 データの改ざん防止の考え方に関して 
→本システムは未対応 

 国交省対応と自治体対応との違いは 
→基本的に機能は同じ。自治体固有の方式には変えてはいるが、機能ベースの動きや機能は同じ。国
よりは自治体の方が運用面では進んでいると思われる。 

 
2. 当日資料（格納場所を文頭に記述） 

 
・次回小委員会開催日時について 
９月２８日（水）1５:０0～1７:００ 
次回は「BIM実行計画」と「建設分類体系とコード化」の情報共有・検討 
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■２０２２年度 第７回 BIMCIM における情報エコシステム小委員会 議事録 
日 時︓ 2022 年１０月２６日（水）1５:００～1６:３０ 
開催方法︓ Web 会議(ZOOM 利用) 
参加者 ︓児玉氏（建技研）、水野氏（国総研）、千葉氏（パシコン）、足達氏（鹿島）、明野氏、
佐藤氏（JACIC）、山下氏、山本（bSJ） 

議事次第: 
1. 前回の懸案事項確認と新情報の共有 
 NEC「工事監理官」の紹介内容共有 
➢ 国交省サイドの内部システムの内部情報までは公開されていないので連携はできていないが、自治体は内部
システムの情報とも連携している様なので自治体の方が参考になるかも 

➢ NEC だから過去の経緯を知っているが他のベンダーは要件仕様書をベースにサービスで提供している。 
➢ 国総研の建設 DX センターのシステムも同様の事をやっているので、国交省の PJ によってシステム仕様が
違うのは混乱を招くのを危惧している。 

➢ 当日の紹介資料の格納場所 
（BOX フォルダ URL） 

2. 小委員会の検討内容 
  日本の CDE の要件事項（案）の検討（BIM/CIM との連携、日本特有事項等） 
➢ 電子納品の仕様に関して、図面は PDF 形式だとしたら、再利用、改版防止対策は必要 
➢ CDE は官公だけを意識したシステムではダメ 
➢ 電子納品された電子データの長期保存、改ざん防止対策はとして電子署名が必要 
➢ 官庁サイドのシステムのヒアリングは未だ出来ていないが必要氏も含め要検討 
➢ JACIC クラウドで目指しているのは 
 入札情報を受注者に発注情報を事前に共有することはやっている模様 
 電子入札は国交省、電子契約は総務省がやっていて上手く連携できていない模様 
➢ 日本の CDE イメージと運用形態に関して（発注者が運用管理︖ベンダーが運用管理︖） 
  国が仕様をまとめて、その仕様に対して各ベンダーが開発してサービス提供する形式が一般的。ISO も同じに
なるであろう 
 図面が著作権法で作成した人に依存しているが 
⇒公共事業の場合、コンサルサイドは委託契約なので著作権は放棄した形態になっている。よって、２次利用も
表向きはできない状況。 

 利用する側は当面はファイルだが、将来、IFC のようなオブジェクト単位での管理する形式になるべき。 
⇒なぜなら、部材単位で見たい、管理したい要望が多い。 
⇒現状は３次元＝点群が一般的 
  アノテーションを持つ場合は部材単位、オブジェクト単位で監視するべき 
 何処にどんなデータをどんな形式で入れる化のルールまでは決まっていない 
  国交省の納品された情報が地整単位に集めて登録された DB があり、発注者には業務単位に ID と PW 
が公開される参照ができる。 
 本小委員会内で日本の CDE の仮説案、イメージを作りを検討してみる。 
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  「BIM を活用した積算・コストマネージメントの環境整備」協議会資料内での分類体系調査結果のレビュー
（再） 

➢ 現状はファイル単位での管理する場合でも分類体系は必要だが、日本にないのが課題。BIM オブジェクトに
対しても分類体系を設定して部材、オブジェクト単位で設定する。 
➢ 土木には分類体系はない。コンクリート構造物での分類は難しい。 
➢ NEXCO や JR は民営化しているので自社の資産を体系化して管理しないといけない。国際会計基準として
減価償却の考えが必要なので資材単位での資産管理は必要。 
➢ 高速のインター間単位で資産計上している内容もある。資産を入れ替えた時も大変。アセット管理の意識が
低いと食いつきが悪い 
➢ 建築も土木も一緒になって考える必要がある。但し、誰が︖何処でやるかが課題 
➢ 分類体系は JACIC でも以前、検討していたが、中途で終わってしまった。 
➢ UniClass2015 が使えるかの検証は必要。UniClass サイドが仕様の再検討を行ってくれるかの保証はな
い。 
➢ 秋の BSI のインフラルームでは Cobie の代わりの物を検討しており、IFC4.3 ベースで必要なアセット項目
を定義するといっていた。Cobie の仕様は古いとの指摘があった。 
➢ コンポーネントアカウンティングの考えは日本の原価管理の考えが違うので、これを調整するのは大変。 
  最終報告書の内容に関して 
➢ ISO19650 のサイクルでそれぞれのフェーズでの課題定義と整理が出来ればいいのでは︖ 
➢ 日本と海外運用事例との違いも指摘してもいいのでは︖ 
➢ 分類コードや命名規則は注意書きとして国際会計基準や資産管理に影響するのはコメントすべき 
➢ ISO19650-3,4,5 は今はいらないとコメントしてもいいのでは︖ 
➢ ISO19650 では Cobie の定義まではしていない。 
➢ ISO19650-4 は Information Exchange の考えなので、どんなコードを利用するかの定義までしていな
い。最新版が発行されている。 

 
3. 事務局報告 
・次回開催日時について 
１１月３０日（水）1５:０0～1７:００ 
1.1 「国土交通省インフラシステム海外展開行動計画 2022」を決定 
報道発表資料︓「国土交通省インフラシステム海外展開行動計画 2022」を決定 - 国 
土交通省 (mlit.go.jp) 
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■２０２２年度 第８回 BIMCIM における情報エコシステム小委員会 議事録 
日 時︓ 2022 年１１月３０日（水）1５:００～1７:0０ 
開催方法︓ Web 会議(ZOOM 利用) 
参加者 ︓児玉氏（建技研）、千葉氏（パシコン）、足達氏（鹿島）、山下氏、山本（bSJ） 

議事次第: 
1. 前回の懸案事項確認と新情報の共有 
  国交省の「建設生産・管理システムのあり方」紹介 
➢ 元々のシステムが大きなシステムなので統合は大変 
➢ 入札システムは全国の地方整備局、拠点のシステムで同じシステムを利用する方針は個々の整備局が少し

ずつ違う仕様なので統一は厳しい。システムを連携する、情報の集約する形態で進める模様。 
➢ 納品システムも秋から試行が始まった。全地整情報を検索・参照できる様にする。 
➢ 過去の情報提供に関して現状は紙か CD だが、今後は電子データでの情報提供が可能。 
➢ DX データセンターは本当にうまくいくのか気になる 
➢ PLATEAU と国土交通データプラットフォームは違うシステム。 
➢ PLATEAU は BIM データから変換した内容は未だ公開されていない。 
来年３月～API でデータがとれるようになるが、属性は手入力での付加となる。API で不動産 ID や検索
条件が入力できれば理想 

➢ データの利活用に関しては ISO19650 を意識している 
➢ 土木情報＋建築情報 ＝ 国土交通データプラットフォーム 

2. 小委員会の検討内容 
 日本の ISO19650-1・２、CDE の要件事項（案）の検討 
（BIM/CIM との連携、日本特有事項等） 

➢ 運用対象は発注者・元請け・協力会社 
➢ 対象範囲 
 入札⇒応札⇒受託⇒現場設営⇒設計・施工⇒納品⇒完了 
 ISO19650 では完了後もデータの活用は続く（維持管理も含む、データ利活用も考える）考えだが、維
持管理分野を含むと全体システムが複雑になる（点検をロボットにさせる等、新しい ICT 技術が絡んでく
る） 

 発注者側がデータをどう利用したいかの考えもあるが土木と建築でニーズが違う可能性あり、AIM の要件定
義に関してはこれから決めていく内容になるであろう 

➢ 納品物の扱いは再利用が可能（BIM モデルも参照、更新が可能） 
２D データは再利用、PDF では再利用不可なのでどうする︖ 
  ISO19650 での対象データの定義は「文書」、「文字データ」、「図形情報」 

➢ ＰＪ推進役のデータをどう管理・運用するのかは要検討 
➢ 国交省の「建設生産・管理システムのあり方」のＡＳＰ部分は各プロセス単位での環境 
 電子納品システムは発注者、自治体ごとに違う 
 国交省のＣＤＥの考えは別に検討されているのでは︖ 
  インフラ情報共有システムは国交省内で動いているシステム 
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  ＩＣＴプラットフォームは受発注者間の情報共有システム全体が範囲 
➢ データを再利用する場合は図面、モデルの著作権、改版権対策必要 
➢ ワークフローは必要 ⇒ 日本ルールは︖発注者⇔元請は現状の仕様「統合 DB 基本設計書（H11 

年）」で良いのか︖ 
  ワークフロー、命名規則等は各 PJ 内の BEP（発注者︖）で決める内容のサンプルがあってもよい。 

➢ コンテナ―（フォルダー）の命名規則決め ⇒ 日本ルール決め 
  現状の「電子納品要領」の仕様に合わせる︖ 
 土木で既に電子納品要領のルールが決まっているのであればそれを利用できる。 

➢ コンテナ―、格納ファイルの登録、参照、更新権限決めと原本保証 
メール送付でなく、原本を関係者がアクセスするシステム 
 PJ 単位での個々の CDE が存在するのは仕方ない 
 CDE が複数あった場合の運用、発注者が指定した CDE を利用する等の決め事が必要。 

➢ 長期保存、改ざん防止対策。 
➢ 電子契約関連は総務省、法務省との連携が必要 
➢ 資産管理や資産の減価償却の対策としては、資材単位での資産の管理が必要で、資材の分類体系きめが

必要。 
コンポーネントアカウンティング（国際財務報告基準）の考えは日本仕様と合わない。 

➢ 入札⇒応札までの情報（ORI、AIR、PIR、EIR）を発注者サイドで対応可能か︖ 
➢ 現在、ORACLE 社に ISO19650 に関する質問情報出す予定 
➢ フィリピンの PJ で ISO 対応ができないことで没になった事例がある 
 JACIC の標準会委員会に課題として提案してもいいかも。 
 ガラパゴス化しない為にも 

➢ CDE＝ISO19650 ではないが、誤解されて、同じとされている感あり。 
➢ 建築 BIM 推進会議内でもコード化、CDE の単語は出てくる。 
➢ 分類体系を土木・建築で一緒に進めるべきな提案必要。 
  Omuniclass での評価を土木サイドもやるべき 

 最終報告書の内容に関して（案） 
➢ 活動体制、活動実績報告 
 来年度以降も本調査検討を検討するのであれば検討内容を何にするか、課題定義をすべき。 
 今年度で FIX ならきっちりした納品物が必要。日本版附属書とはどうあるべきかに関しては記述したい。 

➢ 検討、事例、ベンダー情報から見えてきた内容を共有（上記内容） 
➢ スケジュール 

3. 事務局報告 
・次回開催日時について 
１２月２１日（水）1５:０0～1７:００ 
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■２０２２年度 第９回 BIMCIM における情報エコシステム小委員会 議事録 
日 時︓ 2022 年１２月２１日（水）1５:００～1７:0０ 
開催方法︓ Web 会議(ZOOM 利用) 
参加者 ︓児玉氏（建技研）、千葉氏（パシコン）、明野氏、佐藤氏（JACIC）、 

水野氏（国総研）山下氏、山本（bSJ） 
議事次第: 

1. 前回の懸案事項確認と新情報の共有 
 特になし 

2. 小委員会の検討内容 
 ２月７日（火）の中間報告内容のレビュー 
➢ 目次内容的には特に指摘無し 
➢ 「分類コード体系調査から分かったこと」に関して何か報告があるのか︖ 
✓ 建 築 積 算 協 会 で 進 め て い る 内 容 に 関 し て 紹 介 す る 。 

Omniclass と Uniclass の違い、種類に関してコメントしても良いのでは︖ 
➢ bSJ でも海外事例を調査しているが上手く組み込めれば良いが 
⇒間に合わなければ、最終報告に組み込む方向ですすめる。 

➢ ISO9650 の調査に関して 
✓ P11 の「土木では CDE で扱う情報・・・」の内容は誤解を招く可能性があるので、記述内容を見直
す。 

✓ CDE での考えではワークフロー、承認的な機能の内容は定義されているとは聞かない。 
➢ 事例に関して 
✓ 「フィールドコーデフィケーション」って何︖ 要調査 
✓ 「プロジェクト要件の要件」って何︖ 
✓ 「クライアントは、ISO19650 に合わせて Appointing Party・・・」に関しては日本語訳がおかしいで

すが、クライアントと Appointing Party は同じ意味であることを言っている 
✓ Autodesk の命名規則に関しての表現で、ISO では命名規則を定めていないので、各国や PJ で検

討し決める必要があり。この内容を附属書として検討すべきと提案する。 
✓ 道路 PJ や橋梁 PJ でそれぞれ命名規則の内容が違うので、附属書の附属書がいる。 

➢ 分類コードに関して 
✓ 種類の違いを述べてもいい 
✓ 昔、JACIC で寺井先生が検討していた。一からコード体系を独自で検討を進めるのは無理。 

➢ ISO19650 から見えた CDE の環境に関して 
✓ 発注 PJ 間での情報共有に変更 
✓ コンテナ―⇒コンテナに統一 
✓ 長期保存、改ざん防止に関して CDE の定義にあるかは要調査 
✓ 長期保存でのデータ活用に関して IFC を活用するのは中長期的な中で検討してもよい。 

➢ 海外は土木と建築の区別なく標準化を進めているが、日本も同様の形態で進められるのか︖ 
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✓ ISO19650 の資格取得に関しては PJ 単位なのか組織単位なのかは BSI が決める。PJ で取るこ
とが出来ないのでは︖ 

✓ BSI 等の認証機関はどのような基準で審査しているのかは確認しないと変わらない 
✓ コンポーネント・アカウンティングに関しては、ISO19650 とは関係なく、分類体系を決めれば運用しや
すくなるだけの考え 

✓ コンポーネント・アカウンティングに関しては NEXCO 等がインフラ施設管理で対応しているので利用方
法の考えになる。 

✓ 部分部分で減価償却することを考えるとＢＩＭの様な考えがいる。 
✓ ゼネコンから出る見積が工種単位になり、ＢＩＭの様な分類体系で合わない 
✓ オンライン納品では電子化が一般的だが現状は過渡期。 
✓ 国交省のシステム検討している情報共有システム（具体的に）と ISO19650 との関係性に関して

は提言してもよい。 
➢ 今後の予定に関して 

✓ 次年度以降の小委員会継続提案は２月中旬に公募スタートで４月には締め切りとなる予定なので、
次回以降の小委員会で検討が必要 

✓ 継続の場合、検討の結果、新しい課題やテーマが見えた等の説明が必要 
➢ 中間報告会の発表時間 

✓ 発表１５分、質疑２０分 
➢ 報告書内容のチェック依頼 

✓ １月中旬までに修正版を関係者にレビューを依頼予定。 
➢ その他 

✓ ORLACE 社に ACONEX を利用した事例（ターナー＆タウンゼント︓コンサル会社）を依頼中 
✓ ロイズが ISO19650 の認証機関をやっていて、ISO19650 の活用事例の調査を依頼している 

➢ 提案表現に関しては、検討すべき内容です。 
 最終報告書の内容に関して（案） 
➢ 活動体制、活動実績報告 
➢ 検討、事例、ベンダー情報から見えてきた内容を共有（上記内容） 
➢ スケジュール 

3. 事務局報告 
・次回開催日時について 
１月２５日（水）1５:０0～1７:００ 
２月２２日（水）1５:０0～1７:００ （JACIC または bSJ） 
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■２０２２年度 第１０回 BIMCIM における情報エコシステム小委員会 議事録 
日 時︓ 2023 年１月 25 日（水）1５:００～1７:0０ 
開催方法︓ Web 会議(ZOOM 利用) 
参加者︓千葉（パシコン）、水野（国総研）、佐藤（JACIC）、山下、山本（bSJ） 

議事次第: 
1. 前回の懸案事項確認と新情報の共有 
 メンバー内で何か情報があれば共有願います。 
⇒特になし 

2. 小委員会の検討内容 
 ２月７日（火）の中間報告内容のレビュー 
➢ P6 の実証・検証との記述に関して、実証・検証まではなかったのでは︖（カナダのみの Youtube） 
➢ P12 は ISO19650-1 と ISO-19650-2 を分ける意味は一緒にしてもいいのでは︖ 
➢ P12 の応札段階での「BIM/CIM 実行計画」は存在するのか︖設計が終わらないと作成できないので
は︖ 

➢ 建築は応札段階で発注することはない︖は本当︖ 
⇒詳細を再確認 

➢ 附属書の事例の表現があるが実証事例まではないので誤解を生ずる可能性あり。P27 のアイルランドの
事例⇒アイルランドの附属書 

➢ P21 の 原本保証ができている ⇒ 原本保証ができること 
➢ 修正版はまだ間に合うので 1/26 中にまとめて、最終確認し JACIC殿に送付する 

 最終報告書の内容に関して（案） 
➢ 日本での附属書を構成する要素の提言内容の検討 
  発注者サイドの ROI、PIR 段階での作業内容に関してヒアリング等が出来ていない 
 発注者サイドの AIR、AIM の資産の考え方に関しても詳細は不明 
⇒発表時に国交省メンバーも参加しているので打診してもいいのでは 

➢ スケジュール 
 来年度以降に継続してやるかの動きに関して 

⇒大まかに検討するのは今回で一区切りなのでは︖ 
⇒国交省が検討している情報共有環境との関係性は確認してもいいのでは︖ 
⇒意見が出なかったので次回の小委員会で検討する。 

3. 事務局報告 
・次回開催日時について 
３月１日（水）1５:０0～1７:００ 
場所は bSJ 事務所（代々木）と Web 形式のハイブリッド開催 
東京都渋谷区代々木 1-25-5 BIZ SMART 代々木 
１F ミーティングルーム１ 
打合せ後は参加できるメンバーで懇親会予定 
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■２０２２年度 第１１回 BIMCIM における情報エコシステム小委員会 議事録 
日 時︓ 2023 年３月１日（水）1５:００～1７:0０ 
開催方法︓ BIZ_SMART 代々木会議室＆Web 会議(ZOOM 利用) 
参加者︓古屋（大林）、千葉（パシコン）、児玉（建研）、明野（JACIC）、 

山下、山本（bSJ） 
議事次第: 
１．前回の懸案事項確認と新情報共有 
 社会基盤情報標準化委員会の中間報告内容の共有 

2. 小委員会の検討内容 
 中間報告での指摘内容の検討 
➢ Uniclass2015 
⇒積算協会での Uniclass2015 の認識は建築の積算だけでなく、BIM/CIM 全体を見ているはず 

➢ ISO19650 を活用するメリット 
⇒海外で仕事をする場合は国際標準のニーズはある 
関空の工事では WTO の指摘仕様で対応したが儲からなかった 

⇒日本語の問題、専門用語の問題あり 
⇒ISO19650 は BIM/CIM を意識したシステムだが、国交省で進めている情報共有では ISO19650 
を意識していない可能性があるので、混乱する可能性あり 

➢ Oplirt のサイトに関して 
⇒内容は参考になりそうなので、一度アポイントとってみる 

➢ Autodesk 社の土木事例も参考になるかも ⇒ 翻訳を進める 
➢ 先端建設技術センターの橋立さんのブログと報告書から 
（BOX フォルダ URL） 
⇒Uniclass2015 の土木での活用に関しては情報不足との指摘あり 
⇒海外の建設会社は日本に入ってこない（儲からない） 
⇒国交省の発注技術仕様書は WTO の政府調達協定の規定から逸脱しているとのコメント。WTO の
案件に関しては BIM も含む情報マネージメントには ISO19650 が必須とのこと。（特に発注者が受
注者に提示しないといけない情報要件が不足）日本の ODA 案件も同様になってきている。 

⇒ISO19650 に則っていると TBT 協定違反にならない 
日本は発注者が国際基準に則っていると 

⇒海外の仕事は儲からないイメージが強いのと言葉の問題がある 
➢ 美保テクノスが建築で ISO19650 を建築 BIM 推進会議の実証の報告した事例がある 

Final_MihoTechnos-CaseStudy_ja.pdf (bim-design.com) 
➢ チャット GPT で以下の内容を聞いてみた結果 

当日資料の P33（Uniclass2105 の事例）、P34（ISO19650の事例と導入メリット） 
➢ ISO19650 Cheat Sheet 
（BOX フォルダ URL） 
⇒Cheat の意味は簡略化 
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⇒現場の言葉になっていない。アポインングパーティ＝クライアント、アポインティッドパーティはゼネコン。 
➢ 国交省も情報を次のプロセスに渡す運用に関しては来年度から検討を進めていく予定だが、ISO19650 
を意識している可能性は低い。 
⇒海外も自国のルールを無理やりでも ISO に合わせている可能性もあるのでは︖ 

➢ 柴崎先生の「ISO19650 を導入することで誰がどの様にメリットを還元されるのか︖」に対しての検討 
⇒発注者だけでなくサプライチェーン全体でメリットがあるはず。発注者・元請け・サブコンの関係者間、コンサ
ル設計⇒施工⇒維持管理の情報共有で一定のルール（ISO19650）があることがメリットある。 
現状の様に PJ 単位で違うのは混乱する。 

⇒ISO19650（国際基準）のルールでやっていると、海外案件で対応する場合でも困惑しない。 
⇒設計から施工・維持管理間で情報共有するルールが ISO1960 である。BIM もサプライチェ-ン全体で
の情報共有の考え。 

⇒日本独自のルールで進めるとテクニカルバリアー（TBT 違反になる可能性あり）になる。日本は発注者
もきっちりした要件も定義していないし、受注者サイドもうけｎPJ 単位でルールが変わったり 

⇒National Annex 自体は日本での運用に合わせたルールの考えではなく、CDE や BIM を運用する
ことでのコード体系や名称の定義などを言う。 

⇒国際的な PJ で複数の国の企業とコンソーシアムを組んだ場合は各国の仕様を押しけられても困るの
で、ISO19650 なら合意は得られやすい。 

⇒ 経 産 省 PJ の イ ン タ ビ ュ ー の 中 で ISO19650 の 道 義 付 け 、PAS1192 が出来
た背景として、ユーロトンネルでの事故の反省として版管理の重要性の必要性を痛感。更に、専門用語
がバラバラで困惑してしまった。これをちゃんとしようと言うことからスタートした。 

⇒カナダの事例（WSP 事例 autodesk）でも言葉の定義が現場で実際、使われている言葉が使われ
なかったことから大変だったとのコメントあり。 

 最終報告書の内容に関して（案） 
➢ 日本での附属書を構成する要素の提言内容の検討 

⇒６月に最終報告会、それまでに報告書を提出（５月） 
 小委員会のスケジュール 
５月が最終小委員会（報告書の確認） 

3. 事務局報告 
・次回開催日時について 
３月２２日（水） 
1５:０0～1７:００（Ｗｅｂ形式予定） 
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■２０２２年度 第１２回 BIMCIM における情報エコシステム小委員会 議事録 
日 時︓ 2023 年３月２２日（水）1５:００～1６:３０ 
開催方法︓Web 会議(ZOOM 利用) 
参加者︓千葉氏（パシコン）、児玉氏（建研）、明野氏、佐藤氏（JACIC）、水野氏（国総研）、 

山本（bSJ） 
議事次第: 
１．前回の懸案事項確認と最新情報の共有 
 特になし 

2. 小委員会の検討内容 
 最終報告書の内容に向けてのディスカッション 
➢ 前回のディスカッション内容のレビュー 
 国交省は ISO19650 を意識しているので、日本仕様の附属書等の作成の作成までには至っていない
が、コメントには気を付けた方が良い。ただ、国交省の本省の方は意識している。 

 国交省サイドで情報共有は進めているが、ISO19650 に合わせるかどうかまでは意識していない。
National Annex の検討を進める組織が立ち上がってほしい。 

 国交省内には海外プロジェクト推進課があり、ODA 以外も含め世界に日本の技術、ビジネスを広げようと
している。 

 運用の課題として ISO19650 運用する為の検討組織がなく、日本の運用にどう当てはめるのかの検討
不足や専門用語の対策も必要。ISO19650 の認知度不足、要員不足。 

➢ 橋立氏、Olpirt 氏のコメントへの意見交換 
 海外での建設工事を受注、参加する為には今後、意識する必要あり。 
 建設受注動態統計データとは︖ ⇒ 要調査 
 日本の土木の納品は J-LandXML 以外に IFC も対象としている 
  「EU では定常的に ISO19650 適用が義務付けされている内容に関しては本当なのかが疑問。信用
しない方が良い。 

 建築 BIM 推進会議で情報交換要件（EIR）のひな型等を検討していた。土木は未だ。 
  Uniclass と IFC の関係性は bSI の方が詳しいのでそちらの内容を採用した方が良い。 
  ISO19650-4 は Cobie そのものではない。Cobie のエッセンスだけが採用されている、本当にこれだ
けの内容で海外は利用できているのかは疑問。（山下さんにも確認） 

➢ 日本の National Annex で記述すべき内容（案）に関して 
 座標の情報（１９座標系）の追加は必要。日本では日本の座標系を利用する。UK の BS1192 で
は Cobie の中で定義している。 

  BS1192 の Cobie の規格書の中では UK 用のデータテーブル仕様書の形式になっている。
ISO19650-4 はエッセンスのみ採用。 

 土木の委員会で検討されているのは電子納品要領くらいでフォルダーの定義方法。 
 情報コンテナはファイル︖フォルダー︖何なの︖ ⇒ 要確認 

➢ 業務プロセスと CDE と ISO19650 の関係（案） 
  全プロセスの CDE（緑部分）は国交省が持つ環境。 
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  現状の国交省は契約単位で情報共有しているが、複数の PJ、プロセスがまたがる情報共有を目指すべ
き。 

 国総研が検討している CDE は全プロセスを意識した情報共有 
DB 
 発注者・元請け間、元請け・協力会社間等の複数の形態での CDE 環境になるのでは︖参照権限も分
る環境けられるのでは。 

 CD 納品が R5 年からオンライン納品になる。国交省の保管システムを活用する形態になるので、納品
物を利活用する為には参照権も与えられる環境になるのと想定される。 

 建築は設計⇒施工への情報連携はそのまま設計会社⇒施工会 
社間での情報連携されるのが一般的だが、土木の場合は設計会社の納品物は一旦、発注者の CDE 
に格納され、施工会社は発注者の CDE から情報を入手する流れになりそう。建築と土木で ERI のルー
ルが違う運用になりそう。 

 国交省の巨大 CDE システムは何処が管理し、運用するのかが課題となる。 
  「業務プロセスと CDE と ISO19650 の関係」は報告するべき 

➢ 報告書内容の目次（案） 
 報告書は 6 月末の委員会の時までの提出予定となる。 
  成果報告書と活動報告書（活動実績と議事録等）の 2 部体体系が一般的 
  過去の報告書は JACIC の HP より確認可能 
  ISO19650 とは何︖を説明した方が良い 
 小委員会のスケジュール 

➢ 4 月、5 月は小委員会を開催できそう。 
➢ 来年度の小委員会活動に関しては bSJ として検討していない。 

3. 事務局報告 
・次回開催日時について 
４月２６日（水） 

1５:０0～1７:００（Ｗｅｂ形式予定）
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■２０２３年度 第１回 BIMCIM における情報エコシステム小委員会 議事録 
日 時︓ 2023 年４月２６日（水）1５:００～1６:45 
開催方法︓Web 会議(ZOOM 利用) 
参加者︓足達（鹿島）、明野氏、佐藤氏（JACIC）、水野氏（国総研）、山下氏、山本（bSJ） 

議事次第: 
１．前回の懸案事項確認と最新情報の共有 

 特になし 
2. 小委員会の検討内容 
 最終報告書の内容に向けてのディスカッション 
➢ 報告書内容の目次レビュー（案） 
 海外事例に関して、どれをピックアップするかは bSJ 内でも検討 
 CDE の環境に関しては、建築 BIM 推進会議の部会５の内容も参考にする。建築と土木を意識し
て分けない。 

 参考資料の P10、P11 の ISO19650 での CDE の考えのイメージ図に関して 
✓ CDE のシステムイメージを指すのであれば良いが、ISO19650では CDE を一つの大きなシステム環
境で運用する考えはない。 

１つのシステムを指しているものではない。（PIM 等のルールに従う） 
✓ 発注者が指定する CDE もあるが、その場合は公開しない情報も含まれている（EIR の考えに従
う）。土木は主流。 

✓ WIP は同じ関係者が利用するイメージだが、CDE 全体は４つの運用ステータスの考えがベースとなる
が、業務に関係しない利用者はその CDE は利用しない。 

✓ 足達さんが紹介してくれた資料（多くで紹介されている。このイメージ全体を CDE と呼んでいる） 
Common Data Environment (CDE) workflow and status codes – MEGATEK ICT 
ACADEMY 
 
  建築は施主に対して設計情報は共有するが施工情報は共有しない。 
 多くの職能が PIM を持っていて、情報をどうするかは検討している。 
 実際の施工になると３０～４０の企業と連携する。設計は施主と連携する環境。（WIP の各タスク
のところ） 

✓ 明野さんが紹介された資料（国交省が公開した「工事施工中における受発注者間の情報共有シス
テム 機能要件（Rev5.5）【要件編】）の P17 

 
 海外の取り組みに関して 
✓ アイルランド、上海の事例がベースになるのでは思われる。 
 日本で活用するメリットのところ 
✓ PJ でちゃんと情報管理、共有すると ISO19650 の考えに近い内容になっているはず。 
✓ 関係者間のコミュニケーションが円滑にできる。国や大きな組織間での運用の場合は ISO19650 の
考えは有効。 
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✓ アポイントメントパーティー（発注者）と受注者との責任分界点に違いがある。特に日本の建築分野
では違いが大きい。海外も公共工事からスタートしているので、日本の土木の考えに近い。 

✓ 専門用語や業務フローを共通化できていると、ＰＪの運営は管理がスムーズにできる。 
 日本で運用する際の課題 
✓ 日本でも ISO19650 を意識した検討は進んでいる。 
✓ 検討・推進する組織、人材育成が遅れている。 
✓ 日本の独自の考えまではないのでは︖（AIM を出さなくても問題ない）。EIR に記述されていない

内容は受注者としては対応しなくてよい。 
✓ 情報コンテナ―も現状の運用ルールを当てはめればよい。 
✓ 日本での National ANEX とは何︖JIS の規定を作成する目的なのか日本の運用規定、国交省

や各省庁や発注者毎の National Anex なのか定義が曖昧 
✓ 日本は分類モデル体系が無い、ことで、今後、日本でも困るのでは︖海外は各国で分類モデル体系が

ある。 
✓ EIR でモデル体系を指定するやり方もある。建築は施主が決めてきている。会社独自で持っているとこ

ろもある。何かガイドラインがあれば参考になるので、国内基準的なものを作成してもいいと思う。 
✓ 過去、いろんなところで検討してきたが作成までは至らなかった。 
コード化できていないとシステムでの運用が厳しい。BIM 情報のやり取りでもコードは必須。 
✓ ユースケースを参考にする考えもある。 
  National Annex で記述すべき内容 
✓ 情報コンテナの定義は ISO19650 でちゃんと定義されている。 
✓ 今の CDE での情報コンテナいの考えは autodesk 社の考えに近い。ファイル名が正しい 
✓ 日本は標準座標を利用している。日本の標準座標は国際標準座標を継承している。プラトーでも採

用している。基準点等は EIR で指定するべき。建築は座標の基準点の考えが BIM に反映されて
いない場合がある。 

  橋立さんと Olprit さんの内容は参考レベルで報告書では引用しない。 
➢ 目次内容（案）の具体化 
 小委員会のスケジュール 
➢ 社会基盤情報標準化委員会での発表に関して 
 ６月２３日（金）１５時～１７時で報告会予定 
 発表１０分、質疑５分程度の予定 
  来年度の新規案件は６件でてきている。 

3. 事務局報告 
・次回開催日時について 
５月３１日（水） 最終回 
1５:０0～1７:００（Ｗｅｂ形式予定） 
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■２０２３年度 第 2回 BIMCIM における情報エコシステム小委員会 議事録 
 日 時︓ 2023年５月３１日（水）1５:００～1６:４５ 
 開催方法︓Web会議(ZOOM利用) 

参加者︓足達氏（鹿島）、千葉氏（パシコン）、児玉氏（建技研）、明野氏、山本氏（JACIC）、
山下氏、山本（bSJ） 

 議事次第:  
１．前回の懸案事項確認と最新情報の共有 
 その他メンバー内で何か情報があれば共有願います。 

特になし 
2．小委員会の検討内容 
 最終報告書の内容に向けてのディスカッション 

 成果報告書、活動報告書内容（暫定）のレビュー 
1. 全体の構成説明 

⇒足達さんが、5.5.4 に「Catenda Hub」の事例の内容追加と CDE の部分を追記（朱書き） 
⇒CDEのプロセスイメージ（山本作成）は４つの運用ステータス（作業中、共有、公開、アーカイ
ブ）と内容がかぶるので、削除する 

⇒プロセス全体を網羅するような、CDEはないと思われる。CDE を利用するにあたり、契約に関わっ
ている組織が運用する CDEが一般的 

2. ISO19650導入のメリットと日本での活用の可能性と課題に関しての内容レビュー 
（全体） 

⇒ISO19650の取得メリットと利用メリットは内容が違うので分けた方が良い。 
⇒土木や建築それぞれでプロセスや契約内容が違う場合もあるが ISO19650 を導入するにああた
り、ISO19650 の仕様に合わないといいった課題はない。よっては影響しない。 

 
（発注者の部分） 

⇒メリットとして日本のルールをWTO案件で押しつけると政府調達協定違反になる可能性あり。
ISO19650 のルールに沿っていると違反にならない。 

⇒メリットとしてロジェクトの要求事項を明確に関係者に伝えられる 
⇒課題の発注者サイドで専門知識が必要に関しては、代理人を雇っている場合もあるので必須では
ない。同じく、BIM ソフトの知識もビューワの参照レベルの知識で良い。 

 
（設計者の部分） 

⇒課題の③の「新たな手順や要件の理解と適用に時間と努力が必要。また、既存のプロジェクトやク
ライアントの要求との整合性を保つことも重要」の部分は「新たな手順や要件の理解」の内容は見
直しが必要（設計レベルの解析や積算ルール等の表現が必要）。 

⇒設計者は設計者の職能以上の事は出来ない。施工者との協業で進める等別の職能メンバーとの
連携方法や工夫が必要な要件は考えられる。国交省の標準ガイドラインでも ECIに似た契約が
あるその場合は設計段階で施工業者が関わる契約。 
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（施工者の部分） 

⇒課題の部分で ISO19650 と BIMは直接関係ないので、BIM ツールを必須の様に記述するのは
疑問。 

 
（維持管理業者の部分） 

⇒導入メリットの②の「BIMデータを活用して」の表現し、BIM ソフトを直接利用しない。BIM データ
を利用するのは考えられる。 
また、日本では維持管理 BIM と呼んでいて、Cobieの考えは意識していないのが違和感あり。
ISO19650 では AIM の定義になる。 

⇒課題の②の部分で「BIM ソフトを導入する必要がある」までの強い記述は止めた方が良い 
        

3. 日本の ISO19650 の附属書（National Annex）で検討すべき内容 
⇒附属書の記述よりは、EIRでの定義でも良いのでは︖ 
日本では PJ単位、会社単位で持っている。情報コンテナの命名規則は決まっているのが多い。フォ
ルダー構成も決まっている。 
土木は電子納品要領に沿っている。 
分類コードは永遠のテーマ 

⇒コンテナ＝フォルダーとした場合、管理対象はファイルレベルの話である。IT的な考えのコンテナはオブ
ジェクト DB を扱うイメージなのでのでフォルダーのの考えとは違う。 

⇒ISO9650 でのコンテナの定義は ISO19650-1の「information container」で定義してある。 
ISO19650 でのコンテナの考えは記述した方がよい。 

 
 社会基盤情報標準化委員会での発表内容を説明 

⇒６月５日の週に本日の指摘事項を踏まえた修正版 BOX にアップ予定。改めて、内容のチェック依頼
をお願いする。 

3. 事務局報告   
・次回は最終回です。皆さんご苦労様でした。 
 報告書のレビュー、ご指摘は継続お願いします。 
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